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知的財産戦略本部 構想委員会（第３回） 

 

日 時：令和２年２月１７日（月）１４：００～１６：００ 

 

場 所：中央合同庁舎４号館 共用第１特別会議室 

 

出席者： 

【委 員】渡部座長、梅澤委員、大﨑委員、太田委員、川上委員、喜連川委員、久貝委員、

迫本委員、杉村委員、瀬尾委員、中村委員、堀委員、宮島委員、山田委員、 

 山本貴史委員、山本正已委員、コーカー委員 

 

【事務局】三又局長、渡邊次長、森次長、中野参事官、小林参事官、田渕参事官、吉弘企

画官、髙本企画官 

 

【各省等】公正取引委員会 笠原経済調査室長 

          厚生労働省 笹子政策企画官 

   経済産業省 柴田課長補佐 

  

1.開会 

 

2.議事 

（１）事務局説明 

（２）有識者プレゼン 

（３）知財推進計画２０１９のフォローアップ（データ、人材関連） 

（４）意見交換 

 

3.閉会 
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○小林参事官 定刻になりましたので、ただいまから「知的財産戦略本部第３回構想委員

会」を開催いたします。 

 本日も御多忙のところ御参集いただきまして、誠にありがとうございます。 

 冒頭、司会進行を務めさせていただきます内閣府知的財産戦略推進事務局の小林でござ

います。どうぞよろしくお願いいたします。 

 構想委員会について少し振り返りますけれども、昨年10月に開催しました第１回の会合

におきまして、知的財産戦略の今後の進め方及び検討体制としまして、「デジタル知財戦

略」「地域資源の活用と知財戦略」「コンテンツ戦略／クールジャパン戦略」、最後に「知

財戦略の社会実装」の合計４つの柱を提示させていただきました。 

 引き続き、昨年12月の第２回会合におきまして「デジタル知財戦略」について御議論い

ただきました。 

 本日は「知財戦略の社会実装」について御検討いただくとともに、「地域資源の活用と

知財戦略」「コンテンツ戦略／クールジャパン戦略」につきまして、それぞれ各ワーキン

ググループの検討状況について御報告させていただきます。その後、知的財産推進計画2019

につきまして、データ、人材関連の施策につきまして関係省庁から取組状況について報告

させていただきます。 

 本日も、有識者の皆様方の様々な識見をお借りしたいと考えております。どうぞよろし

くお願いいたします。 

 委員の御出欠に移らせていただきます。お手元に構成員名簿ございますけれども、本日

は、落合委員、小谷委員、田中委員、田路委員、林委員、米良委員は御欠席です。 

 あと、迫本委員、喜連川委員、山本貴史委員が遅れての参加と伺っております。 

 続きまして、資料確認になります。クリップどめの資料が一式ございますけれども、そ

の前に１点、御連絡がございまして、お手元にある「推進計画2019」と「ビジョン」の白

い冊子につきましては、お持ち帰りにならずに、置いてお帰りいただきたいと思いますの

で、御協力をどうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、資料確認のほうに移りたいと思います。クリップどめの表紙、知的財産戦略

本部構想委員会（第３回）議事次第から確認してまいります。議事次第がございまして、

取っていただくと構成員名簿になります。座席表です。 

 次が何枚かとじてございます。右肩に横長になりますけれども、資料１「第３回構想委

員会事務局説明資料」になります。 

 次の資料、１枚紙になります。縦長で資料２ということで、後ほど電通様よりプレゼン

テーションいただく概要の御案内になります。 

 あと、フォローアップ関係の資料になります。右肩、資料３と書いてある横長の紙です。

「「業務提携に関する検討会」報告書（概要）」と一番上に書いてあるものになります。 

 続きまして、これもとじてあるもの、右上に資料４と書いてあるものです。「厚生労働

省が進めるデータヘルス改革」と、タイトルが中央にあるものになります。よろしいでし



3 

 

ょうか。 

 続きまして、右肩に資料５と書いてあるセットになります。「「知財創造教育」の取組

状況について」という横長のものになります。 

 次も同じくとじてある資料になります。横長、資料６「「未来の教室」プロジェクトに

ついて」という資料になります。 

 そして、最後に、今回の取組報告に関係する「知的財産推進計画2019」に関連する施策

の抜粋ということで、１枚縦長の紙をお配りしてございます。 

 過不足等ございませんでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、ここからの議事進行につきましては、渡部座長にお願いしたいと思います。 

○渡部座長 早速でございますが、これより議事に入らせていただきます。 

 最初の議題の「知財戦略の社会実装」の検討に向けて、それから「地域資源の活用と知

財戦略」「コンテンツ戦略／クールジャパン戦略」の検討状況について、それぞれ事務局

より説明をお願いいたします。 

○小林参事官 引き続き、小林より御説明申し上げます。 

 横長の資料１を御準備ください。「第３回構想委員会 事務局説明資料」とタイトルが

あるものになります。 

 めくっていただきますと、１ページは先ほどお伝えした、今回、４つの検討事項がある

という紙ですので、２ページ以降です。「知財戦略の社会実装」の検討に向けてというと

ころを御紹介したいと思います。 

 めくっていただきまして、右下３ページ。これは、前回構想委員会のほうでお示しした

社会実装の全体像になります。 

 右側に目指す社会像というものがございまして、まさに社会実装ということで大きく２

つの柱として制度整備と、社会実装を担う人材があります。この部分を社会実装として必

要な２つのポイントになるというところを御説明したのが、振り返りになります。 

 では、本日は、人材に関しての御議論ということで、その下の４ページを御確認くださ

い。タイトル、知財戦略の社会実装を担う人材育成に関する論点というページになります。

先ほど、社会実装を担う人材ということで、２つ目のポイントということで御説明しまし

たけれども、具体的には３つの論点があると想定してございます。 

 論点１につきましては、まさにロールモデルということで、どういった人材が役割を担

うかというところ。 

 論点２としまして、デマンドサイドへどういうふうに訴求していくか。誰に対して、ど

のように訴求していくかという点です。 

 論点３つ目ですけれども、では、実際にそういった人材が必要という中で、どういうふ

うにスキルアップしていくかというところです。本日は、この３つを中心に御議論いただ

きたいと考えています。 

 あとは、ワーキンググループの報告になります。めくっていただきまして、５ページに
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タイトルがございます。「地域資源の活用と知財戦略」の検討状況になります。 

 地域価値ワーキンググループが立ち上がってございます。具体的にどういうものかと御

説明しますと、ちょっと飛びまして、右下に７ページとある絵です。一番上のタイトルに

地域知財エコシステムと書いてあるページを開いていただきたいと思います。 

 タイトルのところに知財・人材・資金の循環とございますとおり、地域の中で、知財や

人やお金が循環し、価値を生み出していくという地域知財エコシステムの論点について、

地域価値ワーキンググループで検討しているところです。具体的には吹き出しで①以下、

幾つか出ていると思います。⑨までございますけれども、こういった論点につきまして、

現状、御議論いただいているところになります。 

 その中で１点だけ御紹介したいのが８ページになります。第２回地域価値ワーキンググ

ループで御議論いただいた中に、「地域を担う人材」というのがございました。本日も社

会実装、人材パートということで、そこだけ御紹介させていただきますと、上にあります

とおり、第２回で「地域を担う人材」をテーマの一つとして設定し、具体的には、一つの

事例ということで、小城委員のほうから御紹介いただいたスライドを載せてございます。

こういった形で、地域金融機関が右のほうに幾つか並んでいると思います。あとは、大学

もありますけれども、地域金融機関と地方大学が、人材の流動化の担い手になるという御

議論をいただいたという御紹介のスライドになります。 

 スライド左のほうに首都圏人材というところに人が幾つか並んでいますけれども、首都

圏人材が、例えば地元の大学の客員研究員という形で居つつも、地域の企業の方のお手伝

いをしに行くとか、企業を紹介する金融機関とか、そういった方々と一緒に人材の流動化

を進めるといった点を御紹介いただきました。 

 あと、ワーキンググループにつきましては、９ページ以下、目的、委員、どういったス

ケジュールかというのが11ページにございますけれども、お時間の関係で説明は割愛させ

ていただきます。 

 続いて「コンテンツ戦略／クールジャパン戦略」の検討状況について、お願いします。 

○吉弘企画官 それでは、こちらから御説明申し上げたいと思います。 

 15ページですが、「コンテンツ戦略／クールジャパン戦略」に関しましては、一番最初

の構想委の中で、このスライドを用いて、考え方について簡単に御説明申し上げたと思い

ます。 

 16ページですが、クールジャパンの観点から、コンテンツ分野というものは２つの側面

から重要性があるだろう。１つは、発信力であって、これは左側に書いてございますとお

り、日本に興味を持ったきっかけは何ですかと外国人に聞いた場合、多くの外国人がアニ

メ・マンガ・ゲームであったり、音楽、映画・テレビ番組といった形で、コンテンツ分野

をきっかけに日本に関心を持ったと答えているように、大きな発信力があるということに

なります。 

 １ページめくっていただいて、２つ目の重要性は産業としての重要性でございまして、
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コンテンツの国内産業規模として、2018年で12兆7000億円程度ということで、かなり大き

な産業として重要である。 

 この前提で、18ページですが、クールジャパン戦略の観点からの問題意識／課題を申し

上げますと、日本のコンテンツが世界から高い評価を得る中で、その海外展開は必ずしも

十分に進んでいないのではないか。そのために、コンテンツの発信力を国全体として活用

できていないのではないかということで、下の図でございますが、日本由来コンテンツの

売上は、世界のコンテンツ市場の2.5％程度ということで、まだまだ海外で活躍する余地が

あるのではないかということになります。 

 19ページでございますが、クールジャパンの観点からの論点と言えば、コンテンツの発

信力をより活用するために、３つございまして、１つは、コンテンツの海外展開をどう促

すか。２つ目は、コンテンツの発信力をコンテンツ産業のみならず、日本全体の利益につ

なげるには何が必要か。３つ目は、コンテンツ産業の競争力を確保するためには何が必要

かという、この３つの論点のうち、クールジャパンワーキンググループにおいては、①と

②を中心にコンテンツの海外展開を促し、その利益を国全体として大きく稼いでいくため

にどうすればいいかという議論を、つい先日、行ったところでございます。 

 20ページは、コンテンツの海外展開の話ですが、ここに書いてございますとおり、多く

の産業体、もちろん分野によって差はあるにせよ、国内をメインにしている部分を、国内

市場の割合が高い、海外への展開が進んでいるとは言いがたいということで、どのように

海外展開を促していくかというのが一つの論点になります。 

 次のページですが、これは基本的にCJワーキンググループにおいてのメインのテーマで

ございましたが、コンテンツの発信力による利益を国全体に還元するためにはどうしたら

いいかということで、左下、コンテンツ産業の持つ発信力については、真ん中、海外と書

いてあるところですが、様々な効果がある。ただ、売上とかグッズみたいなものによる利

益をコンテンツ産業にという議論に加えて、若い世代への影響とか広く訴求できるといっ

たコンテンツが持つ効果をさらに活用して、ほかの分野あるいはほかの業種に対して、ど

のように利益をもたらしていくのか。 

 その際には、コンテンツ産業に対して、他分野と連携することを促すのみならず、他分

野・他業種に、日本のコンテンツ産業が持つ可能性だったり、価値というものをより認識

してもらって、コンテンツをより使っていくという形で相互に連携を促していくことが重

要なのかなと思ってございます。 

 22ページですが、参考として、韓国においてはクールコリアということで、2000年ぐら

いから国が主導してコンテンツを活用した国のブランド作りという施策を実施しています。

これは、国が主導し、予算をつけて、組織も作ってやっているということで、必ずしもこ

れをこのまま我が国に適用するべきということを言うつもりはないのですが、ここで出て

きたいろいろな教訓であったり、どういう成功・失敗があったかということは謙虚に勉強

して、我々としては考えていくべきものではないかと考えております。 
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 次のページですが、これはもう一つの参考事例として、右下に書いてある出典「オタク

経済圏創世記」という中山さんという方が書いた本に書いてございます、ポケモンの経済

圏。ゲームソフトで始まったものが、カードゲーム、テレビアニメという発信力が強いも

のからキャラクター商品に展開していったことで、いわゆるコンテンツといった場合、２

兆円程度の経済規模だったものが、ここに書いていない数も含めると全体で10兆円ぐらい

になっている。15年～20年ぐらいで。このように、コンテンツの発信力、そのキャラクタ

ーの魅力を使うと、大きく利益を還元することができるという一つの事例として、ここに

紹介してございます。 

 最後の論点ですが、コンテンツ産業の競争力を確保するためということで、ここに書い

てあるように、持続的なクリエイション・エコシステムをどのように確立していくかとい

うことについても、きちんと議論し、コンテンツ産業が魅力的なコンテンツを発信し続け

ていただけるように、どうしたらいいかという議論も行いたいと思っています。これは、

CJワーキンググループとは別のワーキンググループで議論することを考えております。 

 最後ですが、先週、Create Japanワーキンググループを、25ページに書いてあるメンバ

ーで、今のコンテンツ／クールジャパン戦略として議論したときの様子については、26ペ

ージに書いてございますとおり、そこでも日本のコンテンツが持つ価値というものを、外

国のハイブランドはよく理解しているのに、日本の他業種は余り理解していないというと

ころをどうにしかしないと横展開は進まないといった、いろいろな議論が行われたという

ことを御紹介したいと思います。 

 以上です。 

○渡部座長 ありがとうございました。 

 次に、「知財戦略の社会実装における人材育成」に関連する内容として、電通様から説

明をお願いいたします。資料２は、投影資料の概要をまとめたものになります。 

 よろしくお願いいたします。 

○青木様 電通の青木でございます。お時間ありがとうございます。お話しをさせていた

だきます。 

 まず、私、電通の青木でございますが、電通の中でR&Dのセクションに所属しており、イ

ノベーションなどの部署におります。 

 アジェンダとしましては、まず私たちの組織がどういうことをしているかということと、

その中から見えてきた人材戦略のトレンドについて、お話ができればと思っております。

私たちはマーケティングの会社なのに、なぜ人材という話をしているかという背景ですけ

れども、私たちはこの５～６年ぐらい、海外のすぐれたマーケティングソリューションを

どんどん日本に持ってこようという取組をしています。イスラエルとかアメリカとか、い

ろいろなところから持ってこようとしているのですけれども、イスラエル、アメリカ、イ

ギリスには相当進んだものがありまして、日本においても十分競争力があるだろうという

ところでございます。 
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 そして、その持ってきたものを、ただ持ってくるのではなくて、開発して売れるように

していくということで、ある意味ITの商社というか、仕入れて、作って、売るということ

をくるくると回している、そんなビジネスモデルをやっているチームでございました。 

 ただ、そこで課題がございまして、私たち、持ってきたソリューションにはすごく自信

があるのですけれども、肝心のマーケティングソリューション、テクノロジーをやれる人

間がいないという課題にぶち当たりました。というのも、テクノロジーはどんどん進歩し

ているのですが、正直申し上げて、そのテクノロジーの進歩に人間の能力が追いついてい

ないのではないかという課題感があったというところでございます。 

 さらに、データというものは、組織のサイロ化を壊さなければいけなくて、流動的にケ

ーパビリティを出していかなければいけないものやれる組織体制というものが、まだまだ

大きく欠けているというところで、私たちとしてはテクノロジーを入れるだけではなくて、

人材の育成というものもセットでデュアルでやることで、本当の意味のバリューが作れる

のではないかということを考えたのがきっかけでございました。 

 ただ、私たちも電通に人がいないということもあるのですけれども、電通だけの問題で

はなくて、世界を見てみても、大きなトップリスクというのは、人材が足りないというこ

とが世界的な問題になっていると言われております。ですので、人材の不足というものが

どういう課題で、どういう形でチャレンジを解決できるのかということを考え始めたとい

うのが背景でございます。 

 そして、私たちとしては、先ほど申し上げたとおりR&Dのチームでございますが、そうい

ったことができる人材というものをきちんとセキュアした上で、テクノロジーソリューシ

ョンというものを顧客に対して提供していくということで、総合的なバリューを出してい

こうというのが私たち電通イノベーションイニシアティブの狙いでございます。 

 では、そこでのトレンドと背景でございますけれども、未来人材と呼ばれているものは

どんどん採用が難しくなっているというところがございます。グローバルでも、8500万人

が実際のポジションに対して人が足りないということが言われております。そして、日本

においても、800万人、2030年には足りないのではないかと言われております。ただ、ここ

でポイントなのは、人間の数が足りないのではなくて、人材が足りないということです。

つまり、それができる人間の数が足りていないというのが大きなポイントでありまして、

できるように人間の能力を拡張していかなければ、仕事はあるのだけれども、それができ

る人がいない。ただ、人はたくさんいるみたいなことが起こってしまうのではないかと考

えています。 

 では、具体的にどういうふうな人材なのかということでございますが、そのテクノロジ

ー、よく言われる5GとかAIといったものがありますが、産業構造の変化をもたらすような

４つの要因、大きなものがございますけれども、こういったものは、大きく分けて、技術

的なものとソフト的で、こういった仕事が生み出されているのではないかと考えています。 

 データサイエンティスト、アナリストもそうですし、ブロックチェーンのスペシャリス
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トなどもそうですが、私たちが特に重視しているのは、その中でも普通の営業とかマーケ

ティング、セールス、そしてイノベーションマネージャーといったソフトスキルのほうも

アップデートしていかなければ、これからのテクノロジーに対応したビジネスができない

ということが考えられております。 

 では、世界では、どういったトレンドでこういった課題を解決しているのかということ

を御紹介できればと思うのですけれども、１つ目に、柔軟な働き方というのがあります。

西海岸にGigsterという会社がありますけれども、この会社は、元facebookやGoogleの優秀

なトップエンジニアをどんどん雇って、コントラクトベースで、ある意味鎌倉幕府の御家

人のように、呼ばれたら集まって、プロジェクトを解決したら、また去っていくというこ

とをやっているようなチームを編成しています。つまり、一つの会社にとどまらずに、自

分がおもしろいと思った案件だけに取り組んで、それをこなしたら、また去っていくとい

うことで、極めて柔軟で自由な働き方をしている。しかも報酬はすごく高いということが

あります。 

 なぜ元X Googleやfacebookが増えているかということでございますが、Googleも世界的

な企業になってきますと、一番重要な仕事は社内のイントラを作ることだったりします。

そうすると、優秀な人材であれば、そもそもGoogleのイントラを作るために入ったのでは

ないのだけれどもということでやめてしまって、一つの企業や場所に縛られずに、横断に

やりたいことをやりたいときにやるということをやっている。トップ人材はそんなことを

しているということがあります。 

 また、ロンドンのThe Dotもそうですが、クリエーティブなどもそうで、ギャラリーを作

って、自分のやった作品を並べることで、作品の雰囲気に合った仕事を持っているクライ

アントさんとマッチングして進むという形も進んでいると言われております。 

 ただ、エンジニアとかクリエーティブといった職人型の仕事だけではなくて、プロジェ

クトマネージャーとか全体の戦略を動かす人などもパートタイムで、そのプロジェクトベ

ースで参加するということも増え続けています。つまり、Gigエコノミーと言われているの

は、需要の高いスキルを持った人材というのは数が限られていますので、彼らは一つの会

社に縛られずに、柔軟に働き方を、まるで音楽のGigのように織りなして、終えては去って

いくという形の働き方を高い報酬で獲得しているというのがあります。 

 ただ、これは一部のすぐれた人たちのやり方でありますので、こればかりではないとい

うことで、２つ目のトレンドでございますけれども、２つ目がリスキリング・アップスキ

リングのプログラムという方向でございます。今までの採用というのは、該当スキルの保

有者を探して、例えばエージェンシーとかエージェントとかヘッドハンターにお願いして、

半年から１年の間、人を探して、それをようやく面接を経て採用しました。ただ、面接で

ございますので、一緒に働いているわけではないので、いいのか悪いのかは分からない。

なので、採ってからOJT的に合わせていったり、時には合わないことがあるということもあ

りますが、これからの考え方としましては、採る前に仮採用という形で状況を作ります。
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そして、半年とか１年のジョブディスクリプションに合った形のプログラムを消化するこ

とで、このスキルを手に入れたのでこの作業に入りますという形で、事前のスキルを上げ

るためのタイミングの時間を用意するという形がかなりポピュラーになってきております。 

 これは、新しい人だけではなくて、既存の社員も同じ考え方であります。つまりは、ス

キルを持つ人材というのは、先ほど申し上げた形で人材要件が変わってきておりますので、

絶対数が少ないです。となると、要る人間を採るというよりは、今いる人間がそれをでき

るようにするといった形のリスキルのほうが注目されているということで、既存社員や新

規社員に対する必要スキルをトレーニングする機会を提供していく。それがかなり重要な

ことになってきていると考えられます。 

 ただ、それもエンジニアだけではないスキルで、例えば人事とかマーケティングとかセ

ールスといったことに対しても、その能力のアップデートをするようなプログラムがどん

どん広がっていると言われています。そして、採用している会社は、どちらかというと

Googleやfacebookなども人をバキュームのようにどんどん採用していますけれども、そう

いった先端の会社のほうが人材不足に先に直面しておりますので、こういったものをどん

どん積極的に導入しているというのが、現状として考えられます。 

 そして、幾つか事例でございますけれども、例えばアップスキルの事例としては、ヨー

ロッパのBNPパリバなどは、社内の異動でこれを使っています。例えば、異動するに当たっ

て、異動先のポジションと年収を事前に提示して、このプログラムをきちんと消化したら、

このポジションに異動しますという形で異動を認めるという流れでございます。電通など

もそうですけれども、人事異動を社内でしようとすると、花いちもんめになりがちという

か、あの子が欲しい、あの子をくださいみたいになって、なかなか成立しないことがあり

ますけれども、フェアな形で必要な要件を提示して、それを消化した人間を異動させると

いうことを進めているのがBNPパリバの取組であります。 

 また、２つ目、キャップジェミニというコンサルティングファームなどは、採用するに

当たって、最初に仮採用を決めたら、18か月間のプログラムを提供します。そのプログラ

ムを並行して学びながら、自分が就職する先のプロジェクトに入るスキルをちゃんと得た

ことを証明された上で、正式な社員として働くという形で、自分の能力を就業前にきちん

と上げてもらえる機会を提供するということをやっていたりします。 

 それ以外にも、このアップスキル・リスキリングにはCSR的な観点もございまして、例え

ばJPモルガン、金融機関ですけれども、昔、数千人いたトレーダーが３人のプログラマー

に変わったという話が前にちょっと話題になりましたけれども、プログラマティックなト

レーニングというのは、全部機械に置き換えられています。そうなると、金融機関は全員

首にするのではなくて、例えばJPモルガンの中でも新しいスキルが求められるような仕事

にキャリアを変えるようなプログラムを提供したり、もしくは会社を去ってしまうのです

けれども、去った先の新しい会社で新しい仕事ができるようなプログラムを提供するとい

うことを始めていたり。 
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 アマゾンやウォルマートでは、ある意味倉庫番とかレジ係といった、極めて機能的な仕

事がたくさんあるわけですけれども、これは早晩、機械に置き換えられます。そうなりま

すと、これを全員首にするのではなくて、例えばリスキリングのプログラムを提供して、

ウェブデザイナーとかプロジェクトマネージャーといったものに対して変えられる機会を

どんどん提供している。そんなことを彼らはもう進めております。実際、アメリカのこの

２社は、正式採用してパートナーソリューションを３つぐらい入れて、リスキルのプログ

ラムを回しているという話を聞いております。 

 こういったところから、新時代の人材戦略に伴う課題というのは、最高「スキル・学習」

責任者なるものをある意味企業で持って、組織全体における人材の最適配置及びトレーニ

ングのプログラムを考えていく。それを事業の成長と人材のマッチングをどう推進してい

くのかということを考えるような、社員スキル戦略室みたいなものが今後求められるだろ

うと私たちは考えております。 

 そんな中で、新しい人材戦略がどうして必要なのかということを簡単にまとめたのです

が、大変小さくて恐縮です。 

 まず最初に、技術的なハードスキルはどんどん変わっていきます。ですので、このハー

ドスキルの１つにしがみつくのではなくて、ずっとアップデートし続けなければいけない

ということが１つ大きくあります。 

 ２つ目、１つのものを学んだ後にアップデートし続けなければいけないということは、

かなり柔軟性が求められます。適応性と柔軟性を持ってやれる人材を作らなければいけな

い。 

 そして、私たちの子供が就職する頃には、今ない仕事に８割の人が就くとよく言われま

すが、恐らく人材スキルの内容が大幅に変化します。それにどう対応していくかというこ

とも、企業として考えなければいけない。 

 そして、４つ目、人が足りない。人間は足りていますが、人材が足りないということが

これからどんどん加速するだろうと言われております。 

 そして、新しい人を採れば済む話ではない。つまり、既存の人間たちをどのようにアッ

プデートして使えるようにしていくかということの社員教育、人材教育というものが肝要

であると言われています。 

 そして、６つ目ですけれども、これまでは一部の天才的な人たちが新しいテクノロジー

を用いて、新しいビジネスや産業を作っておりましたけれども、これからは天才に引っ張

られる世の中から、作られて変わってしまった世の中を、どうやって社会全体で労働者、

人々みんなの力で基盤にしていくかというステージに変わりつつあると考えています。そ

うなると、天才を２人作ればいいわけではなくて、多くの人たちが使えるようになってい

かなければいけないということが考えられると思っております。 

 そして、最後に、ラッダイト運動をしてはいけないということでございます。仕事が奪

われてしまうと思うと、その機械を壊してしまうみたいなことがどうしてもあります。で
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すので、AIが怖いから、それを受けないようにするではなくて、積極的にそういったテク

ノロジーを柔軟に取り入れて、自分たちのキャリアというものをある意味前向きに考える

ようなマインドセットができるような環境を、どう企業が提供していけるかが非常に重要

だと考えております。 

 そんな中で、このモデルは、行政にとっても企業にとっても非常に重要だということで

ございますけれども、企業は当然ながら人が足りなくなりますので、人の確保のために既

存の社員をちゃんとアップデートすることも重要である。そして、政府にとっては、働け

なくなってしまう人間たちが増えてしまっても非常に困りますので、不必要なポジション

にいる人たちをちゃんとリスキリングして、働けるような環境を作ることが重要だろうと

考えております。 

 実際、フランスでは、2019年に正式になっておりますが、パーソナル・トレーニング・

アカウントということで、年間500ユーロ、約６万円の補助金を個人に対して出しています。

10年分の本を出しておりまして、自分の能力を上げることであれば、このお金を使ってプ

ログラムに取り組んでいいということを進めております。 

 そして、ドイツが特に盛んでありますけれども、ヨーロッパではデュアル・トレーニン

グ・システム、徒弟プログラムというものを提供しております。これは非常に重要なポイ

ントだと思うのですけれども、例えば大学が職安になっていいのかということでありまし

て、リベラル・アーツをアカデミアでは学ぶべきである。人間とは何かということを学び

ながら、並行してジョブ型の仕事、スキルを学ぶ。これを数年間進めることによって、学

位も取れますし、サーティファイドも取れて、人間というものを学びながら、同時に次に

自分のやりたい仕事もできる。そのようなプログラムを、主にドイツを中心にヨーロッパ

では進めていると言われています。 

 そして、大企業はそういったものを支援する動きが進んでおります。マクドナルドは、

ヨーロッパで４万3000人の参加者を対象に補助金を支援するということを発表しています。

そういった形で、多くの人たちの就業機会をセキュアしていこうということが、大きな企

業でも動きが始まっております。 

 翻ってアジアのほうを見てみますと、マレーシアが非常に進んでおります。マレーシア

は、端的に言ってしまえば国民の給料を上げるプログラムを推進しようということで、ド

イツをロールモデルにしながら、就業機会を作るためのジョブ型のリスキリングのモデル

をどんどん提供しています。そして、行政と金融機関と産業が一体になって、そういった

ものを国民に対して提供していこうというプログラムが総合的・包括的に動き出している

ということを聞いております。 

 まとめでございますけれども、こういったトレンドを考えながら、私たち、思ったので

すが、まず人事のエンパワーメントとして、今までの外資系というのは、ジョブのポジシ

ョンがあったら、そのジョブに合う人間を採って、それが必要なくなったらジョブをクロ

ーズして人は首になるということを、ずっと横で繰り返しておりましたが、これからは横
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ではなくて、能力を上げなければいけない縦の動きが出てきております。 

 そうなると、労働流動性というものは、単純に同じような仕事をぐるぐる回るのではな

くて、能力をどこかのタイミングでアップデートする、もしくはトランスフォームしなけ

ればいけないというところに対して課題が出ております。そして、一つの部署にずっとい

て、一生人事みたいなことではなくて、いろいろな部署を経験しながら仕事のキャリアを

積み重ねるという動きになっています。 

 これがヨーロッパもしくはアメリカでのトレンドになっておりますが、これは冷静に考

えてみれば、日本の企業が持つ特徴とも考えられます。ある意味終身雇用で、長い間会社

にいて、いろいろな部署を経験して、ゼネラリストでありますけれども、柔軟性を持って

やっていく。ただ、当然ながら日本でも課題はいっぱいありますので、デジタルシフトに

合わせて、今の日本の形のよさを生かした上で、どのように人材戦略を変革していくかと

いうことが、これから重要なポイントであると同時に、また１つ日本がリードを取れる可

能性がある領域ではないかということを、私たちとして考えております。 

 最後でございますが、電通イノベーションイニシアティブとしては、単純にテクノロジ

ーを持ってくるだけではなくて、それを使いこなせる人間をきちんと育成できるようなデ

ュアルなフォーメーションを作ることによって、企業に対する貢献をしていきたいという

ことを考えているということが現状でございます。 

 以上でございます。 

○渡部座長 ありがとうございます。 

 ただいま事務局と電通の青木様よりお話をいただきましたけれども、この説明のありま

した内容について御質問、御意見も含めて、御自由に御発言いただければと思います。御

発言される方は、また名札を立てていただければと思います。どなたからでも結構でござ

います。いかがでしょうか。山本貴史委員。 

○山本貴史委員 すみません、遅れて来たので。 

 電通の青木さんに質問がありますけれども、ジョブローテーションは、ある種日本の今

まで特徴だったわけじゃないですか。一方で、最初のほうに言われていた話で言うと、例

えばIMDの国際調査だと、企業、産業界がデータを活用できているかというのは、日本は63

か国中63位で、本当の意味でのスペシャリストがいないという部分で、人の頭数はいるけ

れども、人材がいないというのが、実情だと思います。私は専門特化したスペシャリスト

が足らないというほうがむしろ強いのではないかと思っていて、ジョブローテーションを

やっていたから、今まででいいのだという話とは随分違うのではないか。 

 ジョブローテーションして全体像は分かっていて、ゼネラリストになっているけれども、

スペシャリティで強い人がいないということのほうが、むしろ日本の問題ではないかと思

っているのですが、その辺はどうお考えなのでしょうか。 

○青木様 ありがとうございます。 

 私も完全に同じ意見でございまして、日本はそういった意味ではゼネラリストはいるけ
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れども、一つの領域にとがった人がいないがゆえに、新しいものを取り込み切れていない

というのは、まさにおっしゃるとおりだと思っております。ですので、私たちも、まず日

本の就業者の人たちの能力のトランスフォーメーション、大きなアップスキルが必要だと

いうことは前提として考えております。 

 ただ、それで私たちもスペシャリストをたくさん作ればいいのではないかということを

前提にして考えていたのですが、欧米の人たちの話を聞いてみると、課題のもう一つとい

うものが、例えば今後変化するものをもっとみんなで横でやっていこうとか、ある意味極

端に言うと、部署が変わっても、次の新しいことに取り組んでいく姿勢を持っていこうと

いうものが、一時期、海外の人は欠けていて、言うなれば人事はずっと人事みたいなこと

になってしまうので、そこをいろいろな部署が経験できて、多様な働き方ができるという

意味では、日本のよさは生かす。 

 けれども、今のままでは、小さくくるくる回っているだけなので、全然駄目だというと

ころで、前提としてのアップスキルがあった上での風土としてのよさというものは殺す必

要はないのかなと考えているという考え方でございます。 

○渡部座長 いいですか。 

 では、中村委員、お願いします。 

○中村委員 コンテンツとクールジャパンの政策について、ワーキングでも発言したこと

なのですけれども、海外展開はクールジャパン機構などができて、その後押しもあって、

成果は現れてきています。ただ、まだ潜在力があるという認識でございます。 

 その中でも、競争力のあるジャンルというのは、マンガ、アニメ、ゲーム、音楽といっ

た具合に限定的でありまして、そのあたりに政策を集中投下するのがよいのではないか。

これが韓国に学ぶ一つの点だと思います。ただし、マンガやアニメは海賊版、ゲームはｅ

スポーツやクラウドといった、ジャンルによって課題や戦略に違いがあります。共通する

のはテクノロジーでして、ネットは5Gやクラウドに、スマホはVRやARに行く。そして、AI

やデータをどうするのか。こういったものへの取組というのが、コンテンツ業界は中小企

業が多いものですから弱いですね。ですから、新しいテクノロジーの導入を推進・支援す

る政策がこれまで以上に大事になっていると思います。 

 また、コンテンツとほかの業種との連携というのは、例えば日本商品化権協会とか動画

協会などの民間の業界による努力もございますので、そのモデルを酌み取っていって広げ

る、横展開するのがいいのではないかと考えます。 

 以上です。 

○渡部座長 ありがとうございます。 

 では、梅澤委員、お願いします。 

○梅澤委員 中村委員に続いて、この間のワーキンググループで議論したことを、皆さん

への共有という意味合いでお話しさせていただきます。 

 コンテンツの海外展開、そもそもコンテンツ自体を商材として考えるという話と、メデ
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ィアとして考えると、両面ありますということで、特にメディアとしての役割は本当に大

きいなと考えています。コンテンツをメディアとして世界中にばらまいた後で、どこで回

収するかという話ですが、恐らく最大の回収どころはインバウンド観光で、ちょうど観光

庁と文化庁がいろいろな議論を始めていて、この４月から文化観光という旗を立てて、い

ろいろな取組をしようと動いていると理解しています。大事なのは、世界に広くファンが

いるような文化コンテンツを使って、ちゃんと文化観光をすること。これがクールジャパ

ンの広くということですね。 

 もう一つは、深く。数は余り多くないかもしれないけれども、世界全体で文化度の高い

ニッチ層が一定数いて、そこに物すごく深く刺さるコンテンツもちゃんとばらまいていく

こと。この２つをちゃんとやっていくということだと思います。 

 そうすると、今日、ここで産業分野として４つ、ゲノム、アニメ、映画、音楽と挙げて

いただきましたが、もうちょっと広く、どんなコンテンツがあるかと考えると、食は当然

ながら極めて競争力が高い。それから、アニメ、マンガ、ゲーム、食に次いで競争力が高

いのが、多分建築デザインと美容です。この委員会でどこまで議論するかはさておき、文

化観光のスコープとしては、その辺は絶対にキャプチャーしていかないともったいない話

だと思っています。 

 それから、この４分野の中で現在、全然海外展開が進んでいないのが実は音楽ですけれ

ども、これは音楽、日本の国内市場が世界２位で相当大きかったので、国内の市場を取れ

ていればオーケーだというのは相当大きかったと思います。 

 これからのことを考えると、日本のクールジャパンの生態系というのは、とにかく質の

高いロングテールを作り続ける能力が日本の最大の競争力だと思っています。したがって、

ハリウッドムービーのような、数百ミリオンかけて1000～2000ミリオンを回収するという

ホームラン狙いのビジネスではなくて、小さいけれども、深く世界のニッチ層に刺さるコ

ンテンツを次から次へと毎年量産し続けられる。これがクールジャパンの多分メインエン

ジンで、そう考えると、実は音楽というのは最もその適性にフィットしたコンテンツです。

何となれば、ほとんど資本が要らず、１人でマック１台あれば始められる。 

 しかも、今はSpotifyに乗せれば世界中に届けることができるようになったという話なの

で、そのあたりも考えて、どれだけ多くの若いクリエーターたちが次々現れてくるような

環境を作れるかというところに我々も注力すべきなのかなと考えています。 

○渡部座長 ありがとうございました。 

 川上委員、お願いします。 

○川上委員 先ほどのスペシャリストとゼネラリストという観点は、結構重要だと思いま

すので、私の意見を述べさせていただきたいと思います。 

 日本という国は、僕はすぐに専門家をゴミ箱にする国だと思っているのです。例えば、

どういうゴミ箱があるかというと、「英語屋さん」という存在がいろんな組織にもありま

す。そして、外人が来ると「英語屋さん」というゴミ箱に外人が関わる全ての問題は投げ
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られるわけです。それで、外人が頼りにしているのは英語屋さんなのだけれども、その英

語屋さんには社内的・組織的な決定権とか、そういうものを何も持っていなかった人材で

あることが非常に多いわけです。 

 これがデジタル時代の人材というのも多分同じようなことが言えて、これから「AI屋さ

ん」、「データアナリスト屋さん」というのは、重要だということで社内にたくさんつく

られると思います。AIやデータに関わる問題は、全てそこに投げられるという未来が、容

易に想像できます。これは非常に危険だし、間違いだし、無駄なことだと思っています。 

 例えば、データアナリストやAIの専門家たちが何をさせられるかというと、例えば営業

本部の営業戦略というのは、今後はAIやデータ解析の知識を持った人が立てなければいけ

ないということになるわけです。ところが、AIやデータアナリストを道具として使ってい

る決定権のある偉い人にAIやデータアナリストの知識がなかったら、結局、それを活用す

ることはできません。また、逆にデータアナリストやAIにとって、扱うデータは数値デー

タとしての意味しかないわけですけれども、逆に営業本部の現場のほうが、その数字の本

当のリアルな意味を知っていたりすることがよくあるわけです。 

 これは、若干ストレッチが入っているとか、実は理由があって、こういうふうな数字に

なっているとか、経験的な勢いとか、そういう生の数値化されていないデータは現場が持

っているわけです。そこが分断されて、うまく意思決定ができるわけがない。これから世

界のトップ企業というのは、経営層にデータ解析とＡＩの知識を持った人たちが出てくる

でしょうが、そういう人たちと交渉するのは日本の企業においては一体誰なのか。これま

でのように、英語屋さんみたいな通訳の役割を、AI屋さん、データアナリスト屋さんにや

らせるのかみたいな問題が出るわけです。 

 もう一つ、今、デジタル時代の人材というので、漠然と専門家を育成しましょうという

ムードになっているのですけれども、この世界はすごく日進月歩なのです。例えばデータ

アナリスト、AIにしても、一体何を学べばいいのか。恐らくこの１年２年で学んだことと

いうのは、それの半分以上は２年後、３年後には無駄になります。ですから、人材を単純

に教育して、人材コンバージョン終わりとは多分ならないのです。 

 そこで欲しい人材というのは、永遠に学び続ける人材が欲しいわけで、そういう意味で

はゼネラリストに近いものになると思います。また、デジタル時代の人材で不要な労働力

を新しい有用なところに再配置するという言い方には、自分がその対象になっていない前

提があります。自分は上に立って、それを指示する側であるとなっているのですけれども、

実際はマネジメント層こそ、新しい人材、最も変わらなければいけない人材の対象である

ということも自覚しなければいけません。そこはすごく重要な点じゃないか。スペシャリ

ストに全て押しつける考え方というのは、僕はとても危険だと思っているということを言

いたいと思います。 

 以上です。 

○渡部座長 ありがとうございます。 
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 迫本委員、お願いします。 

○迫本委員 これまでの知財戦略のビジョンを立てられて、推進計画を立てられて、構想

委員会という流れの中では、非常にいい議論をされているのではないかと受け止めました。

これを進めるに当たって人材が必要だということは非常に重要なことですし、コンテンツ

にしても、継続的にそのコンテンツを供給できることが、いろいろな国益に資する。業界

だけの利益じゃなくて、国益に資するという立場から検討されかけているという印象を受

けたので、これはぜひ進めていただけたらと思っております。そういった意味で人材が重

要だと思って、今、電通イノベーションイニシアティブさんの発表を非常に興味深く聞い

ておりました。 

 松竹でも、今、働き方改革に取り組んでおりますけれども、国が社員の健康に関心を持

ってくれるということは大変ありがたいことで、すばらしいことであると思うのですけれ

ども、一概に全て数値目標で、これが達成できるのかということに関しては多少疑問を持

っております。健康という切り口からもうちょっと柔軟な対応ができるのではないかと思

っていましたところ、今日、労働条件、働き方の多様性を推進するという発表があって、

ここは非常に重要かなと思っています。今回の国の関わり方を契機として、今まで皆さん

がおっしゃったような多様な人材が多様な働き方によって推進されるという形になるのは、

極めて健全ではないかなと思っております。 

 ちょっとお願いですけれども、電通さんのすごくいいお話を伺ったのですけれども、資

料を私、メモし切れなかったのですけれども、勉強したいので資料を頂戴できればなと。

一生懸命書こうと思ったのですけれども、余りにも。写真を撮ろうかなと思ったのですが、

失礼かなと思ったので遠慮しました。できましたら資料を頂戴できればと思います。 

○渡部座長 できましたらということですけれども。 

○青木様 もちろんお送りさせていただきます。 

 ありがとうございます。 

○迫本委員 ありがとうございます。 

○渡部座長 あとは、大﨑委員、山本正已委員、山田委員、宮島委員、堀委員、瀬尾委員

までですね。では、大﨑委員から。 

○大﨑委員 電通の青木さん、ありがとうございました。 

 川上委員がおっしゃるように、人ごとのように上からどうコントロールすればいいかな

と思いながら聞いていたので、少し目が覚めました。スペシャリストを育てる、そうでな

いと勝てないというところはあると思うのです。僕らは、社内で幾つかの様々なプロジェ

クトを作って、そのプロジェクトで様々な立場で参加する。その中でゼネラリストという

か、山を見るというか、山を見ながら木を見て、枝を見てというのを、社会の人たちも参

加したプロジェクトの中で激しくやることでやっていけないかなと思ったりしています。 

 サラリーマンというか、組織の中でそれぞれの立場があるのですけれども、その立場だ

けのことで考えると、通り一遍の当たり前の客観的なことしかしゃべれないので、そこを
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超えるような仕組みを作ればいいかなと思っています。 

 あと、クールジャパンの闘うところですけれども、１年ほど前に委員会で発言させてい

ただいたのですけれども、何やかんや言っても、世界に配信できるプラットフォームを持

たないと日本は勝てない。いわゆるNetflixだ、Amazonだ、中国のいろいろなデジタルプラ

ットフォームというのはワールドワイドに展開していて、その中で、日本は世界に配信す

るプラットフォームを持っていないということが僕は一番の問題だと思っています。それ

は、国産のプラットフォームを作るのか、官民で作るのか、あるいは民間で作るのかとい

うこともあると思うのですが、それを幾つか立ち上げて勝負に打って出る。 

 そうでないと、いつまでたっても下請、孫請で、クリエーターたちに適正な利益配分が

できない。つまり、放送局の下請でテレビの番組を作る、あるいはNetflixの下請でドラマ

を10本作る。結局、下請でクリエーターたちに適正な環境作り、配分ができないというこ

とに尽きると思います。 

 もちろん、クールジャパンは何だというときに、音楽だ、アイドルだ、映画だ、マンガ

だ、アニメだ、いろいろあるのですけれども、これも世界で勝負できるようなものが本当

にあるのか。映画のことは迫本委員がいらっしゃるからあれですけれども、本当に世界で

できる作品があるのか。それを世界で問うような流通の仕組みを日本主導で持っているの

か。それを試す、チャレンジしているのか。世界的な映画祭の賞があるのか、発表の場所

があるのか、世界的なスクリーンを日本主導でネットワークが作れるのかということも、

チャレンジする場所もないということがあると思います。 

 音楽に関して言えば、もちろんSpotifyという、田舎の中学生が曲を１人で創って、それ

を上げて、たちまちイギリスでデビューできるという夢のようなこともあるのですけれど

も、本当に日本の音楽が世界に伍してデビューできるような楽曲創りができているのかと

いうことが、まだ試されていない。いわば「上を向いて歩こう」以降できていないみたい

なことがあるのではないかと思います。それは、韓国のアイドルグループが世界中でコン

サートをしても、日本のグループはまだできていない。 

 唯一、まだ勝てるのはマンガの世界かな。それも紙のマンガじゃなくて、中国では縦ス

クロールのマンガが主流になりつつある。そんな中で、縦スクロールのマンガを創れるマ

ンガ家スタッフ、あるいはそういうプラットフォームがあるのか。手前のところで、まだ

日本としてはできていないところがあるのではないかと思っています。 

 世界配信するプラットフォームで、もちろん映像というか、動画を配信して売る。ある

いは、韓国モデルのように、そこに様々な物品、商品を入れて映像とともに売る。そして、

３つ目には、物を売るのではなくて、「いいね」を稼ぐというか、共感を得るというか、

そこからビジネスにするみたいなところまで世界は進んでいると思うので、そこも含めて、

プラットフォームにどんな機能を持たすかということも、もう一度議論しないといけない

のではないかと思います。 

 あとは、放送と通信、NHKと民間局の中での4Kデジタル化、同時再送信も含めての議論が
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まだまだ続くと思いますが、今やらなければいけないのは、テレビやラジオやライヴや、

そういうものが基点でどんな事業が、どんな出口戦略のビジネススキームが作れるか、新

しいビジネスモデルが作れるか。そんなところが、まずは大急ぎでやらなければいけない

ところだと思います。テレビの番組をスマホで見られる、見られない。どうしてなのかみ

たいな議論だけに終始しているのは、余計なことかもしれませんが、桜がどうだと言って

いるのと同じようなことで、ポイントがずれているなという気がします。 

 あとは、財務省の九州の熊本の方がやっておられる熊本モデルというのですか、モデル

ソリューションというのですか、関係人口をどう作るか。都会の才能のある人たちをどう

全国的に、あるいは地方と田舎でシェアするか。特にそれこそ外資系の知的財産を持って

おられる方々とか、霞が関のお役人さんたちがもっと兼業・副業ができて、地域・地方に

関係人口を作れる。そのような仕組みが今、必要じゃないかと思っています。 

 梅澤委員がおっしゃったように、僕も食は日本のというか、オーセンティックなコンテ

ンツだと思っていまして、例えば和食、いろいろな料理方法、日本のお皿、各地のお魚や

農産物や里のものというのは、ハリウッドにも中国にもEUにもないものなので、ノンバー

バルのそういうエンターテインメントという意味での料理作り、料理人みたいなことをも

っとフィーチャーすればいいのではないかと思っています。 

 以上です。 

○渡部座長 ありがとうございます。 

 山本正已委員、お願いします。 

○山本正已委員 皆さん、言われていることはほとんど同じなので、私も追加の意見にな

ってしまいますけれども、この構想委員会の中でコンテンツと人材を取り上げたというの

は非常に重要なことで、今までこういう概念が欠けていて、日本の政策というのはうまく

いかなかったのではないかということで、ある意味で人材を取り上げていることが、この

委員会の非常に重要なことじゃないかと思っています。 

 それは何かというと、デジタル時代において、いろいろなスペシャリストの話がいろい

ろなところで出ているので、皆さん、十分理解できているのです。ただ、日本が負けてい

るのは、そのコンテンツを初めとしたデザイン力を商品化する。すなわち、プロデュース

をかけるプロデューサーが足らないということが日本の一番の欠けている内容で、それを

国家としてどういうふうに大きくしていくのかという概念がなかったのではないかと思っ

ています。そういう意味じゃ、日本の教育を見てもそうですけれども、デザイナーを養成

する学校はいっぱいあります。しかし、それをちゃんとビジネス化する、プロデュースす

る学校というのはほとんどないというのが現状です。 

 一方、我々企業も、デザイナーをいっぱい抱え込んで、いいものを出せと言うのだけれ

ども、実際、世界に通じる商品をプロデュースする人間をどれだけ抱えているか。非常に

疑問なところがあると思います。ましてや、今のデジタル時代のデジタルトランスフォー

メーションを実現するのは、最終的な商品にして形にして、初めてイノベーションが起き
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るのであって、デザイン、すなわちテクノロジーだけでは何も起きないということですね。

これをどうやって一つのイノベーションという形を創るかは、コンサルティングを初めと

したプロデューサー力が非常に重要になってくるのではないか。 

 そういう意味で、先ほどの青木さんのプレゼンテーションにあったように、日本にはい

ろいろないいところがあるので、それを一つの形として、どうやっていくか。そして、国

家としては、ある一面じゃなくて、プロデュース的な人間をどうやって育てていくか。そ

れを学校環境あるいは組織も含めて考えるべきではないかと思っていて、今回の構想委員

会の持つべき立場というのは非常に重要ではないかと思っている次第であります。 

 以上です。 

○渡部座長 ありがとうございました。 

 山田委員。 

○山田委員 山田でございます。 

 コンテンツ関係のお話が多いのですが、私は地域価値ワーキンググループに入っており

ますので、そちらの報告をちょっとだけさせていただければと思います。２回ほど会議に

出席し、先ほどの内閣府の事務局から頂いている資料の12ページと13ページに事例につい

ての説明がありますけれども、この事例が非常におもしろかった。12ページにある田中委

員は、群馬の前橋をどうやって活性化するかという話。池田泉州銀行は、大阪でのベンチ

ャー支援の話。福島民報社の方の地域作りの話。それから、前回は高山市。渡部委員は会

津の話で、どちらかというとクールジャパン戦略に近いと思うのですが、侍をテーマにし

てインバウンドを呼び込むプロジェクトの話。最後に日本人材機構の小城様の話。と地域

の価値をどう上げていくかという事例紹介がいろいろあり興味深かった。 

 その中で幾つか意見が出まして、うまくいっているところは、外からプロを呼びプロジ

ェクトを作って、ブランド戦略を立てて活性化しているというところが非常に多い。でも、

そのためには、どういう人を呼んでくるか、誰が中心人物になるか、お金をどこから持っ

てくるかが非常に重要だと。 

 また地域活性化という言葉は何年も聞いているのだけれども、実際に成果が出ていない。

単に広くお金をばらまいているだけの案件も多い。なので、この辺でしっかりと総括して、

補助金の配分をちゃんと見直すべきではないか。広く浅くではなくて、地方によって温度

差があって当然なので、やる気のあるところを徹底支援すべきではないか。上手く行って

いるところは、どうしてうまくいっているのかと聞いたら、市長がやる気がある、市長と

か行政トップにやる気がないと難しいですねという話もありました。 

 また東京一極集中で優秀な人材がたくさん集まっているので、地方企業とどうマッチン

グするかという話も出ました。いろいろなスキームがあるのですが、単に人材紹介会社に

依頼すると、人材が在庫であり、在庫処分になってしまうので、丁寧にそれぞれの地方の

企業の必要とする人材と、東京にいる優秀な人材をうまく橋渡しをしてやらないとミスマ

ッチが起きる。そのときに地方の金融機関が、経営者との相性も含めてマッチングを行う
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触媒的、コーディネーター的な役割を果たしてはどうだろうかという話も出ました。 

 具体的な話がいろいろ出て、大変参考になったので、これを実際にどう動かすかという

のがこれからのポイントかと思います。 

 次に今回の論点の中で、知財戦略の社会実装をどうやって行っていくかということです

が、そのロールモデルは、どれだけ知財の修羅場を経験したか、だと思います。先ほどと

同様、東京や大手企業にいる方の力をどうやって地方にマッチングして動かしていくのか

が非常に重要だと思います。 

 それと、地域活性化という意味では、各市町村、先ほども市長がその気にならないと、

という話がありましたが、各市町村や県や各省庁、出先機関、外郭団体、中小機構やJETRO

など、いわゆる支援機関は非常にたくさんありまして、実は優秀な人材はみんなそこにい

ます。特に、地方は就職先が少ないので、新入社員が希望するところは、まず公務員、銀

行、電力で、優秀な人材で、地元に残ろうと思う人たちはそういうところにいる。 

 なので、地域価値を上げていくためには、行政に関わっている方々の知財戦略の社会実

装が行えるような知財教育をまず行うべきでは？という気がしています。 

 今、仙台市の成長戦略に、万遍なくの支援ではなくて、成長が見込まれる企業やプロジ

ェクトに集中して支援するえこひいき支援というのがあり、地域のリーディングカンパニ

ーや事業に集中して支援するということをやっています。万遍なく、広く浅く支援ではな

くて、今回発表があった前橋とか高山市とか、いろいろな試みをしている地方・地域を集

中的に支援することが、最初のやり方としては重要ではないかと、このワーキンググルー

プに出て感じました。 

 すみません、ちょっと長くなりました。 

○渡部座長 ありがとうございました。 

 宮島委員。 

○宮島委員 ありがとうございます。 

 私は、コンテンツのほうにちょっと話が戻ってしまうのですけれども、御質問と意見が

あります。 

 １つは、コンテンツのことでは、私たち、10年以上前から、日本のいろいろなものがク

ールジャパンとして海外でも人気であるということをニュースなどでやってきて、それで

一体どのぐらいの広がりがあったのかなと思っていたのですけれども、今日、18ページの

グラフを見ますと、意外と、というか、実はシェアを取っていないのだなということを私

は感じました。 

 それで、課題というか、問題設定として、日本のコンテンツが世界から高い評価を得て

いる。だけれども、海外展開が進んでいないというものの、この世界から高い評価を得て

いる根拠はどこにあるのでしたかというところが、もしあれば教えていただきたいと思い

ます。というのは、少なくともこの中で示されている16ページの発信力は確かにあると思

うのです。ですけれども、日本に興味を持ったきっかけはと聞いていて、あなたが日本と
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いうことを考えた場合には何を考えますかと聞くと、つまり、ほかのものに比べてアニメ

やマンガや映画などが優位だということは分かります。 

 それから、日本に来る人がポップカルチャーを楽しみに、期待しているということは分

かりますけれども、例えばある世界の人で、あなたはアニメが好きですね。どの国のアニ

メが好きですかとか、どの国の映画に関心がありますかと言ったときにも、日本がすてき

だとか、非常に価値が高いというところに行き着いているかどうかが、私はよく分からな

いのです。もし行き着いているのだったら、すごく評判がよくて、すごく人気はあるのに、

マネタイズだけができていないということになるので、マネタイズの方法を考えなければ

いけないですし。 

 そうじゃなくて、世界から高い評価というのが、一部の日本ファンの人にはすごく届い

ているけれども、平均的な人は余り知らない。それでも、マンガとゲームはかなり知られ

ていると私も思いますけれども、それ以外のものに関しては、日本のものは実は余り知ら

れていないというのであれば、マネタイズの仕方じゃなくて、むしろかなりパワーを持っ

て広げていくというところを考えなければいけなくて、そこの課題設定は、その状況の認

識によってちょっとずれるのではないかなと思いました。 

 その上で、いずれにしろ、日本の武器の一つであることはたしかで、発信力があること

はたしかなので、ここを大事にして育てていくためには、これまでもお話になったように、

プラットフォームとか戦略、広がりを持たせるのか、それとも梅澤委員がおっしゃったよ

うにニッチを次々に打ち出すという方法がいいのか、そこで戦略を考える必要があると思

います。 

 さらに言いますと、何よりも私たちから見てクリエーター、この前、火事がありました

けれども、そういった火事でアニメの現場で働く方々の取材を続けて情報を見ましても、

クリエーターの方々に必ずしも十分な待遇とか報酬が行き渡っていないのではないかと思

うところはとてもあります。いろいろな職業の中で、クリエーターになるのね、なりなさ

いというのを、不安を持たずに親が後押しできるような環境じゃないと、そこに飛び込む

若い人もなかなか増えないのではないかと思いますので、クリエーターへのいろいろな形

での利益配分を増やしていくということは、重ねて考える必要があると思います。 

 最初の高い評価を得るというのは、何を根拠にしているかというところについて、ごめ

んなさい、お願いします。 

○渡部座長 課題はこれでいいのかみたいな話で、誰か事務局でコメントできますか。 

○三又局長 ありがとうございます。 

 これは、筆が滑っているというのは言い過ぎだと思いますけれども、ちょっと滑ってい

るかもしれません。というのは、おっしゃったように、ゲーム、マンガはかなりシェアを

取っている。ちなみに、18ページに円グラフが書いてありますけれども、日本市場を除い

ているのです。例えば音楽などは、日本市場は世界の中でもかなり大きい市場なので、除

いていて、その分、分母・分子が小さくなっているというのはあるのですけれども、どっ
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ちにしても、ゲーム、マンガはこのとおり、結構でかい。アニメもまあまあですけれども、

日本市場を除いています。 

 映画は、賞は結構取っています。今回、アカデミー賞は韓国が取りましたけれども、恐

らく賞を取っているという評価よりは、お金で見たときのシェアがすごく小さい。感覚的

ですけれども、そういう意味では、宮島委員がおっしゃったので言うと、いわゆる評価よ

りもビジネスというところが劣後しているのではないか。映画に関してはそうです。 

 音楽は、さっき梅澤委員もおっしゃったように、そもそも全然発信されていないという

ところなので、これは高い評価が得られるのかどうかは、マスではよく分かりませんけれ

ども、高い評価が出ているものもあるということです。ちょっと梅澤委員に補足していた

だけると。だから、コンテンツと十把一からげにしてしまっているところもあるので、発

信力があることは多分間違いないけれども、それを十分生かして海外展開されていないの

ではないかと言ったほうが、より正確だと思います。すみません。 

○梅澤委員 すみません、補足させていただきます。 

 まず、すごくマスに広がるタイプのものと、かなり深くニッチに行くものと両方あって。

例えば、マンガとかアニメは両方あるパターンです。ですから、「ONE PIECE」とか「NARUTO」

みたいなものは、本当にマスに世界中、数十か国に広がって、「ONE PIECE」はギネスでも

世界中で一番売れたマンガ本に認定されたりしています。あと、コンソールゲームも日本

は歴史的にずっと強かったです。ですから、マンガ、アニメ、コンソールゲームに関して

は、多分日本のコンテンツは極めて高く評価されていると言っても言い過ぎではない。 

 それに次ぐもので言うと、さっき私、申し上げた食と建築で、食は御存じのとおり、ミ

シュランでも星を取りまくっていて、世界でNo.１の食の都が東京で、No.２が京都・大阪

です。それから、建築に関して言うと、建築業界のノーベル賞と言われているプリツカー

賞を一番取っている国は日本とアメリカです。なので、それに関しても世界の評価は圧倒

的に高い。 

 それ以外の、今、出た映画や、ましてや音楽というのは、極めてニッチな層で、一部高

く評価されているものがあるが、マスでは全然ないし、商売としてもまだまだできていま

せんという評価だと思います。 

 なので、マスのものとニッチのもの、それから、既に顕在的に評価されているものと、

部分的に評価されているが全く商売になっていないもの、この辺はちゃんと区別して戦略

を組み立てていくことが大事かなと思います。 

○宮島委員 ありがとうございました。 

 今、おっしゃってくださったので、非常によく分かりましたけれども、つまり、人気が

あってマネタイズされていないのと、まだ人気がないものに関しては戦略を分けてやって

いくのがいいかなと思います。 

○渡部座長 すみません、大分時間がなくなってきてしまって、残った方、少し短めにお

願いします。堀委員から。 
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○堀委員 私自体が海外展開をやるのだとずっと言い続けてきているのですけれども、先

ほどお話もあったのですけれども、基本的には日本のコンテンツはニッチなもので、皆さ

んが想定するのは、ロンドンとかニューヨークとかロサンゼルスの人たちのことだろうと

思いますけれども、アベレージな人たちはアニメを見るときにどこ製かということは見ま

せんので、その捉え方はとても微妙だと思います。 

 ただし、インターネットが発達したおかげで、幸か不幸か海賊版が世界中に出ていって、

とてもニッチな作品が小さなコアグループを世界中に作ったということは間違いない。そ

のおかげで、うちにいるアニメソングの歌手でも、10年間、毎年、海外のツアーに行ける

ようになったし、特に中国に関しては、日本よりも何倍も高いギャランティーをするよう

になっているというのが現実だと思います。 

 いろいろ言いたいことがあるのですけれども、短めにということなので、１つは、おと

とい、僕はロンドンから帰ってきたのですけれども、ピカデリー・サーカスは渋谷のスク

ランブル交差点のようになりました。これは、ボリス・ジョンソンが渋谷のようにしろと

言ったからだと聞いております。ですから、先ほどの建築とかデザインとかでもとても印

象的なものがいっぱいあって、我々は「レ・ミゼラブル」のマッキントッシュというプロ

デューサーと「メリー・ポピンズ」というのを渋谷でやったのですけれども、彼が一番喜

んでいたのは渋谷のスクランブル交差点。そういう意味では、東京の潜在性というのは極

めて世界中で高いと思います。 

 ですが、日本において海外の映画や日本の映画は、まち中でロケはできませんし、仕方

がないので地方都市を都心部のように見せてやっているので、実は何も映画では東京を宣

伝していないということがあります。恐らく、ここにいる皆さんは御覧になることはない

でしょうけれども、Netflixで「全裸監督」というのが大きく当たって、これでNetflixは

加入者を増やしているのですけれども、これも歌舞伎町のセットを建てました。実際には

１分ぐらいしか使われていないカットに数千万使ったそうです。 

 こういうことが日常行われると、Netflixという媒体が日本のまちをどんどん宣伝してい

くことになる。ですから、何年も、何十年も止まったままですけれども、東京のまち中の

ロケというものを解禁するということを可及的速やかにやらないと、このままでは多分ソ

ウルに負けると思います。 

 もう一つ、海外展開というのはニッチなものを世界に持っていくということを、僕はも

う20年以上やってきているわけですので、何が一番なのかというと、コミットメント、や

るのだということしかない。ただ、先ほど大﨑委員のほうからもありましたけれども、テ

レビ番組は私どものものではありませんので、私どもが幾ら番組を作っても、これはテレ

ビ局のもので、テレビ局がセールスにコミットメントしない限りは、海外ではオンエアさ

れない。それと、根本的にシリーズの数が少ないので、世界のマーケットではなかなか勝

負ができない。日本テレビさんは、これをフォーマットの販売という形で、トルコでリメ

イクされたドラマで非常に成功なさっていますけれどもね。 
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 うちもいろいろ考えて、自分たちで100％ハンドリングできるのは舞台しかないと思って

いて、世界に出られるミュージカルを創ろう。ただし、スコアを書ける作曲家が日本には

おりませんので、これはアメリカ人の手を借りる。ハイブリッドで創って、日本人だけで

やるつもりは全くなくて、出来上がったものを海外にライセンスして、グランドライツを

日本の我々が持っていれば日本の国益に資すると思って、次々と新作ミュージカルを創っ

ている。こういう考え方も、ハイブリッドでやっていくのだ。 

 常に日本の伝統とか、そういうものとぶつかるのですけれども、ロンドンでWasabiとか

Wagamamaとかいう意味不明な和食屋さんがいっぱいできているのですが、ここのカレーラ

イスは実はうまいのです。でも、「外国人が作るあんなものは日本食じゃない」と日本人

が言えば言うほど、外国人はハテナ印になっていく。ベトナム人が手袋をして握っている

寿司も、世界では寿司なのです。あれは寿司じゃないと否定すればするほど、矛盾が出る。

売れているものは、それで文化が伝播したという事でいいじゃないかという鷹揚さも必要

なのではないかと思います。 

 それと、先ほどコミットメントの話をしましたけれども、とにかく海外とのやり方はシ

ンジケーション以外の何物でもなくて、取引相手のプレーヤーが20年間、ずっと同じなの

です。その延長線上で、例えばいい仕事の話が来る。今回、ロンドンには「ハリー・ポッ

ター」の舞台を日本でやるという調印式で行ったのですけれども、我々が日本でどれだけ

のものを創ってきて、イギリスにどれだけのものを持っていって評価されたかということ

を相手が知っているから、これに結びついたわけで、昨日、今日来た人が権利だけ買って

できるというおいそれとしたものではない。その点では、日本の企業というのはプレーヤ

ーがころころ変わるので、相手から見るとシンジケーションが結びにくい、ここが一番大

きいと思います。 

 それと、音楽についてですけれども、「上を向いて歩こう」も、歌詞の内容を知ってい

る外人はほとんどいなくて、あれは曲の雰囲気で売れたものです。ほとんど日本語の楽曲

は外国語に直せない。なぜならば、日本語はとても情報量が少ないから。歌詞の中に英語

の４分の１ぐらいの情報しか入っていないわけです。ということは、新たに歌詞を創らな

ければいけないというデメリットがある。これは韓国も同じですけれども、韓国は同時に

英語の歌詞も創っているので、BTSは英語で現地で歌えるようになっている。これはハイブ

リッド化されている。ですから、我々側、アーティスト側も変わる必要があると思います。 

 今、中国では、AIでアーティストが次に出すアルバムのターゲットと曲の雰囲気を決め

て、そのアーティスト、作曲家に提案するようになっています。テンセントなどはそうい

うことをやっている。アーティスト側も、芸術性以上にどれだけの経済性があるか。中国

やアメリカの場合には、経済性のほうが絶対先に出てきますので、そういうものを使って

いる。 

 では、これを日本でやるとどうなるかというと、多分AI美空ひばりのような論争になる

だろう。芸術性がないじゃないか。心がこもっていないものは駄目だと、死者への冒涜だ
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と多分言うだろう｡ビジネスと芸術が全く切り離されている。これもアーティスト側が変わ

らないと、海外展開にはなかなか行けない。日本のコンサート会場には、蝶よ花よの至れ

り尽くせりで何でも用意されていて、全てがつつがなくいくと思い込んでいるアーティス

トが多いのですけれども、海外では、ロンドンだろうが、ニューヨークだろうが、電気が

止まるのは当たり前だし、水は出ない、お茶は出ない、トイレが壊れているのは当たり前

で、それでも我慢していける胆力がないと、多分外国には行けないと思います。 

 もう一つは、今までクールジャパン関係で、僕は甘利先生が経済産業大臣のときからし

ょっちゅう出席しているのですけれども、話している内容はほとんど変わっていないです。

過去１回も、こういう場所で失敗した例が出てこない。何が失敗したかを学ばないと、僕

らは物を創れないので、十何年間、いつも同じものを持っていっては失敗したということ

は、もうそろそろいいのではないか。役所のほうでお持ちになっている情報のフィードバ

ック、これがうまくいきませんでしたという失敗例の情報がそろそろ欲しい。 

 ただ、実際、僕らは、シンガポールへ行ったり、上海へ行ったり、ロンドンへ行ったり

して、クールジャパン政策でできたものでうまくいっているもの、うまくいっていないも

の、目で見てきております。なので、逆になかなか国の施策がうまくいかないなというこ

とばかり考えるようになっていくと思います。ですから、そういう面でいくと、先ほどの

アニメの話もそうですけれども、極めてニッチで、これは世界ではディズニーとワーナー

がほとんどのシェアを持っているわけですから、日本のアニメが好きだというのは、大人

でも見られる、敵も愛するという表現の仕方がとても印象的だったという人たちが世界中

に現れたということだと思います。 

 そういう部分でいくと、日本は日本のいいことしか見ていないし、余りにも欧米に憧れ

過ぎているし、日本は自分たちがすごいと思い過ぎだ。一歩外へ出たら、僕らはマドンナ

とも闘わなければいけない、スピルバーグとも闘わなければいけないという中でいったら、

余りにも日本のマーケットは小さ過ぎる。世界に見合った金額のコンテンツを創る土壌に

ないと思います。ですから、ホリプロの場合には、日本で作るオリジナルミュージカルは、

オフ・オフ・オフ・オフ・ブロードウエーのつもりで創るということでやっていこうと思

っております。 

 今、欧米にはシンジケーションができ上がってしまっているので、海外展開という部分

においては、これから中産階級が増えるアジアを重点に置く。コンテンツはアジアを重点

に置いて、その延長線上に欧米があるぐらいの選択と集中がないと、僕はなかなか難しい

のではないかなと思っております。 

 短めに終わります。 

○渡部座長 ありがとうございます。 

 瀬尾委員、お願いします。 

○瀬尾委員 相当短くしなければいけないと、何となく感じておりますけれどもね。 

 今回の人材というのは非常に重要な点で、今後の目のつけどころとして避けて通れない
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ものと思っておりますけれども、先ほどのもう一度教育してスキルアップしていくという

ことについては、非常に重要ですし、例えば副業をどんどん加味していって、多重的な働

き方をやるということで、現在の人間についてどんどんスキルアップしていくような形を

するのは賛成ですし、非常に重要だと思っています。 

 ただし、私、最近、教育の制度構築に携わっていると、AI時代に今、この職業がそのま

ま残るとは思われないし、そのジョブについては相当再編が行われると思います。そのと

きに、AIではできない部分が何かということに重点を置いて、実は小学校から再教育を始

めないと、結局、次の時代にまた同じようにスキルアップ、スキルアップと一生追いかけ

られる人生を歩む人たちを大量に作ってしまう可能性がある。 

 私が必要だと思うのは、今、AIで人間に代替できないものを４つ考えています。１つは、

マネージャー、マネジメントをする人。つまり、経営者です。もう一つは、エンジニアで

す。これは、AIをメンテナンスしたり、完全に技術系に特化した人。それから、コミュニ

ケーター、人と人との間をつなぐコミュニケーションを主にする人。もう一つは、クリエ

ーター。こういう４分野、もっと増えるのかもしれませんけれども、この４つの分野に特

化していくことで、AIにできない部分を逃れていくことができるかなと思います。 

 これを小学校のうちからきちんと教育していくということで、今、言ったスキルアップ

をもちろんしていくのですけれども、余り追いかけられない人生が送れるかな。一生スキ

ルアップしていくというと、一生追いかけられるわけです。その中に人の幸せ感がどうや

って見出せるかという問題にもつながってくると思いますけれども、結局、どんな技術が

あっても、技術の進歩は人の幸せに寄与しなければいけないものではないかというのを私

は前から思っています。そのためには、その技術を使うために人の受ける体制を今から教

育で作っていくことが極めて重要だと。 

 なので、単純に教育については、知財戦略の中で教育を語っていき、かつ人の幸せ感を

実現していくような陣営を作っていく。そういう長期的なスタンスが必要なのではないか

なと思いました。これが１つ。 

 ２つ目は、地方です。地方との接続なくして知財政策は進まないと思っていますが、例

えば商店街がシャッター街になってきたときに、比較的いろいろなコンサルが入ったり、

いろいろなお金を突っ込むのですけれども、ほとんど上滑ってうまくいかないのです。な

ぜならば、現場の商店街の親父さんたちの気持ちとか、そういうことがちょっと蔑ろにさ

れているから。だから、今の地域人材をきちんと理解して、その人たちと接続するための

施策をしていかないと、地方再生とか地方に接続する知財政策は、私はなかなかうまくい

かないと思います。 

 ですので、現在ある現場の人たちにどうコネクトしていくのか、どうやっていくのかと

いうことが非常に重要なことだろうと思います。具体的に言いますと、大変忙しいと言わ

れていますけれども、その時間の改革をしていきながら、教職員とか医療従事者。そうい

った人との接点にある人たちから、この知財政策の中できちんと参画できるような体制を
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作っていかないと、上滑ってしまうと頭でっかちになって、結果が出ないということにな

りかねないということを恐れます。ですので、特にAI時代、現場の人たちに対しての配慮

とシステムが必要かなと思います。 

 最後に、もう一つだけ申し上げますと、都市集中化というのは、私も地方に分散するの

がインターネットとAI時代に非常に利点だと思っているのですけれども、なかなか分散し

ない。なぜかというと、地方で暮らす幸せな生活感というのが得られない。教育機関が足

りない、医療機関が足りない。そういう中で、地方で本当に優秀な人間が居座って、そこ

に暮らしていくというインセンティブが少ないと思います。これは都市論になるか、行政

論になるか分かりませんけれども、地方で暮らすインセンティブをどう作っていって、幸

せに家族で地方で暮らしつつ、最先端の技術やフィー、いわゆるギャラと、共生できるか

みたいな部分。 

 つまり、そういう地域に関するイメージと生活環境を作っていかないと、基本的には、

どんなに笛を吹いても地方には行かないということがあり得るし、また、行っても戻って

きてしまうということがありますので、これはもっと広い政策論と連動していって、地域

おこしの中の一環として知財を生かすということが私は必要なのではないかと思います。 

 ３点の中で一番申し上げたいのは、今後のAI時代にどういうイメージを持った知財と生

活、知財は国民生活の中での一部分をなす、重要な部分をなすものだとすると、全体のビ

ジョンを持ちながら、より大きな政策と連動していくことが必要じゃないかなと感じまし

た。 

 以上です。 

○渡部座長 ありがとうございます。 

 コーカー委員。 

○コーカー委員 時間は大丈夫ですか。オーケー、急いで言います。 

 話は２つあります。１つは、プラットフォームの話で、もう一つは日本人のアーティス

トが海外でヒットしているかどうか。 

 プラットフォームに関して、プラットフォーム・バーサス・コンテンツという考え方も

あると思いますけれども、コンテンツを創ったり、そのコンテンツをお金にする仕事と、

すごい優秀なプラットフォームを作る仕事が全然違う仕事と私は考えています。今は、自

分の会社、FUGAという会社に勤めていますけれども、どちらも音楽業界が使っているプラ

ットフォーム。１つは、音楽配信、もう一つは電子チケットのディストリビューションで、

音楽業界がその２つは使えるような技術とかシステムとか分析、そのコンテンツを創る仕

事と全く違って、10年たてば自分のレーベルとか会社を作れるのですけれども、Spotify

はレーベル、レコード会社を作れない理由があります。 

 Netflixだけは、ちょっと違うかな。自分の番組を作りながら配信しているのですけれど

も、Netflixの歴史を考えると、それが10年以上かかりましたということです。 

 なので、日本の音楽業界がやるべきことは、全てのすばらしいコンテンツをできるだけ
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早くディストリビューションしましょう。デジタルのディストリビューションを全世界配

信して、それでやったことのいろいろなデータが見えるから、どこで人気が出るとか、ど

こはお金が少ないとか。それから、いろいろ決められるのですけれども、まず出さないと

何も決められないと思います。コンテンツの問題じゃなくて、ディストリビューションの

問題です。この間、クールジャパンワーキンググループでも出てきた話。 

 もう一つは、日本のアーティストは、先ほど堀委員からもあったのですけれども、日本

でライヴするときに800人しか集まらないアーティストが、中国ツアーの全体キャパが１万

人という話は、最近、毎週ぐらいよく聞く話です。具体的に言うと、The fin.というロッ

クバンドが、Twitterで１万3000人のフォロワーしかいないのですけれども、去年の９月の

中国ツアーは１万5000人のキャパですぐ売り切れました。特に、アニソンは全部のツアー

のキャパが１万人ぐらいのオファーが入ってきて、どうしようみたいな話とかも、私が相

談を受けることが最近ありますので、可能性は十分あると思います。 

 皆さん、気づいている以上に、いろいろな国で日本のアーティストは人気が出ています。

アメリカのラジオに出ていないだけです。 

○渡部座長 では、太田委員と久貝委員。 

○太田委員 30秒ぐらいで終わらせますけれども、堀委員がテレビ局はテレビ番組を売っ

ていないとおっしゃっていたのですけれども、テレビ東京だけで言うと、一生懸命売ろう

としているのですけれども、売れていないというのが現状で。対中国だけで言うと、例え

ばTBSで、日本で大ヒットしたようなドラマよりも、うちでやった「サ道」というサウナだ

けをめぐるドラマとか「ひとりキャンプ」という、ひとりでキャンプする、ただそれだけ

の地味なやつのほうが買われて人気になっていて。 

 それはどういうことかというと、Netflixもその戦略ですけれども、いわゆるローカルイ

ンパクトという作品か、グローバルインパクトという、すごくニッチを狙うか、広くを狙

うかという作品で、日本のドラマは今、そこが全体的に明確になっていなくて、テレ東の

深夜ドラマは、基本お金がないのでローカルインパクトで行こうということになっていて、

たまたまうまくいっているのではないかと思っています。そんなふうに考えていけば、日

本のコンテンツも可能性はあるのではないかと思っています。 

 あと１つだけですけれども、撮影に関して日本はすごく厳しくて、JRとかは新幹線も絶

対撮影できなくて。JRは、JR九州以外撮影させてもらえない。だから、ロケをするには九

州へ行くしかなくて、お金がかかったり。あと、浅草もお寺によっては、見切れただけで

お金を請求してくるところがあるので、そういうところは直るといいかなと思います。 

 以上です。 

○渡部座長 ありがとうございました。 

 久貝委員。 

○久貝委員 ありがとうございます。 

 コンテンツの海外展開の関係で、私どものほうでアニメの業者の方がおられるのですけ
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れども、特に中国のマーケットでは、今、非常に好調。従来は海賊版とかいろいろ出てい

たのだけれども、向こうが態度を変えて、価格あるいはいろいろな契約条件も著しく改善

されて、ある種の中国向けのアニメの特需が起きて、非常に歓迎している。このことは１

社だけのことかもしれませんけれども、背景には米中の協議で、アメリカから中国に対し

て知財の侵害についての改善プレッシャーがすごくかかった。これが日本のほうにも非常

に大きなメリットをもたらしたのではないかという分析がございました。 

 私のほうから申し上げたいのは、海外展開のためにいろいろな振興的なことをメニュー

の中に書いておられるのは、クールジャパンも含めて大変いいことだと思いますけれども、

もう一つは、もう大分改善したのかもしれませんけれども、海賊版とかアニメの侵害問題

について、今はいいということですけれども、これが一過性なのか、今後、ずっと中国の

マーケットが改善するのか、そのあたりの見きわめも含めて。民間のほうの連携も要ると

思いますけれども、ぜひ政府から政府ということで働きかけを考えていただければと思い

ます。 

 いろいろな形の働きかけがあると思いますけれども、習近平さんも４月にいらっしゃる

ということもありますし、いろいろな場でそういうものを取り上げることも重要ではない

かと考えております。 

○渡部座長 ありがとうございました。 

 梅澤委員、あと、杉村委員。 

○梅澤委員 さっき山本正已委員から人材の話がありました。デザイン経営で議論してき

た人材モデルを１つ御紹介すると、BTC人材という言い方をしています。ビジネスとテクノ

ロジーとクリエーティブ。最終的には、企業の経営トップがこのBTCのタイトな三角形が結

びついている形で経営の意思決定ができる、あるいは社長がそれを３つともある意味でコ

ントロールすることができるというのが理想系で、それが難しければ、BT人材とBC人材と

みたいな、２つをブリッジできる人たちがチームを組むことによって、チームがこの３つ

をコントロールできるのが理想的ですねと。それが、さっき話もあったように、テクノロ

ジーとデザインが結びついているという形の理想系ですと。 

 BTC人材を育成しようと思うと、大学レベルで言えば、要は経済、経営と工学と美学。こ

れが今、完全に分断されているところがナンセンスで、これを統合していかないといけな

いということだと思います。 

 それから、もう一つ、山田委員から地方創生のお話がありました。私自身、ナイトタイ

ムエコノミー推進協議会というNPOを立ち上げて、観光庁の予算をお借りする形で、地方の

夜間のプロジェクトの御支援を１年間やってきたのですけれども、分かったことは、補助

金ばらまきモデルは本当にやめたほうがいい。 

 お金も多少出すが、一番出さなければいけないのはコーチングの人材で、かつ、現地で

プロジェクトリーダーを置けないものは続かないので、現地にちゃんとしたプロジェクト

リーダー候補がいて、その人にコーチングできるような形で、少し必要な立ち上げの資金
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を供給するというモデルが、多分一番サステナブルな成功モデルを作れるパターンじゃな

いかというのが、１年間やっての学びでした。 

 以上です。 

○渡部座長 ありがとうございました。 

 では、杉村委員、最後で。 

○杉村委員  電通の青木さん、興味深いプレゼンをいただきありがとうございました。

特に、リスキリング・アップスキリングのプログラムを準備して既存の人材を活用すると

いう御説明は、大変興味深く拝聴させていただきました。拝聴しながら、事務局資料１の

４ページの知財戦略の社会実装を担う人材との関係で、リスキリング・アップスキリング

のプログラムについてを考えておりました。４ページのところに「誰にどのように訴求さ

せるか」ということが論点２に赤字で記載されておりますが、そもそも知財戦略の社会実

装を担う人材の対象を誰とするかを検討していくことも重要なことではないかと思います。 

 新時代において「誰を対象」としてリスキリングするかについては、例えば知財をこれ

まで担当していた方なのか、知財関係者であるならば、そういう方々のスキルがリスキリ

ングすれば知財の社会実装が図られて企業が変わっていけるのか、知財以外の経験のある

方をリスキルリングしたほうがよいのか等、検討事項は多々あると思います。知財の社会

実装を図る人材というのは、先ほど川上委員からも御指摘ございましたように、企業のト

ップの意識改革というものが重要な要素であると思ってますが、実際にはまだまだ十分で

はないと感じております。 

 今のデジタルネットワーク社会では、必要とされるニーズというのが刻々と変わってお

りますので、そのたびにアップスキリングしていくこととなりますと、後追い、後追いの

状態になると思いますので、どのようなリスキリングが必要とされるのかという将来の動

向の見通しをまず立てることも重要なことではないかと思いますし、そのニーズも複雑化

してくると思いますので、「人材」というのが１人ではなくて、複数の専門家等のチーム

体ということも必要とされると思います。従いまして、複数の異なるスキルを持った人材

がチームをすぐに形成できるように、何らかのプラットフォームを形成していく必要があ

るかと思っております。 

 最後に、電通の青木さんに質問させていただきたいのですが、先ほど海外のデュアル・

トレーニング・システムやリスキリングプログラムについて御紹介がございましたが、例

えば海外で知財を担っていた人材に対して、どのようなデュアル・トレーニング・システ

ム、それからリスキリングプログラムというものが要求されていて、どのような成功例が

あるのかということと、逆に、こういうリスキリングをしたけれども、余り役に立たなか

ったという、失敗例と言うと語弊があるかもしれませんけれども、そういう例があれば、

日本での知財戦略の社会実装を担う人材をどう育成していくかというヒントになるのでは

ないかと思っておりますので、御存知であれば教えていただければと思います。よろしく

お願いします。 
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○渡部座長 余り時間がないのですが、青木さん、短くコメント。 

○青木様 正確に申し上げますと、知財というものにフォーカスした形でのデュアルとい

ったものがたくさん出てきているわけではないので、その部分に関して正確にお答えでき

るものが今あるわけではないのですけれども、少し引いた形の意味合いとして、要は求め

られるリスキリングというか、新しい求められる要件定義というものをちゃんとプログラ

ムとして提供することで、それができる人材としてのキャリアアップの場所をちゃんと設

けていこうということを、特にデュアルプログラムのほうについては意識していると考え

ています。 

 ヨーロッパのほうの特徴としては、皆様の議論でも出ておりましたけれども、人として

最も大事なものは何かというと、リベラル・アーツだということを取っているところであ

ります。なので、ジョブ型ですぐに仕事に使えるようなスキルを学ぶ場所として学舎を使

うのではなくて、人間としてどういうふうに生きていくべきかという、歴史とか文化とか

教養を大学で学ぶのですけれども、それだけだと仕事ができないとなってしまうので、リ

ベラル・アーツを学びながら、並行して自身の興味のある産業とか、そういった仕事の分

野というものを、徒弟制度を入れながら、そこを学んでいくという、並行で学びの学生の

時間を過ごしていくことを意識して提供しているというプログラムでございます。 

 ですので、知財的なものについては、恐らく公的には出てくると思うのですが、そこを

フォーカスして調べているわけではないので、すみません。 

○渡部座長 ありがとうございました。後半、ちょっと急がしてしまって申し訳ございま

せんでした。 

 次の議題に入りたいと思います。「知的財産推進計画2019」の検証ということをするの

がこの会議のもう一つの目的になっています。推進計画2019の中から、データと人材に関

する項目について取り上げさせていただきます。関係省庁、公正取引委員会、厚生労働省、

内閣府、経済産業省、それぞれから簡潔に御報告いただければと思います。最初、公正取

引委員会からです。 

○笠原経済調査室長 公正取引委員会の笠原と申します。よろしくお願いします。 

 私のほうから、資料３に沿って、業務提携というものについて、有識者の検討会という

ものを昨年開きました。この中で、特に異業種間でのデータの連携というものが最近、非

常によく見られるということにつきまして、今回、この場で御報告をということを求めら

れております。時間が限られておりますので、お手元の資料をポイントだけ御説明させて

いただきます。 

 「検討の背景」と頭にございますけれども、近年、大きな社会経済環境が変化しており

ます。デジエコの進展、IoT化。それから、労働力が減っている、人口が減っている、市場

が減っているという中で、企業は今、かなりイノベーションのため、事業効率化のために

業務提携が非常に使われているということで、これは競争を促進する側面と、場合によっ

ては競争を阻害する側面があることから、公取のほうで、独禁法上、これをどういうふう
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に捉えるかということを体系的に整理したものでございます。 

 １枚目の残りは総論的な話ですので、今回はその中でも異業種間のデータ連携というも

のに特化して、次のページを御覧いただければと思います。こちらの冒頭に「問題の所在」

とありますが、業種横断的データ連携型業務提携という表現をしております。 

 具体的なものにつきまして、もう一枚おめくりいただきまして、４つほど大きなものを

挙げております。左上が一番典型的なものでございます。図がございますけれども、コン

ソーシアムなりを組んだところが、データの共有・解析からサービスの提供まで一体的に

行うようなタイプ。 

 それから、下に行きますと、これはどちらかというとデータがＸというものに一極的に

集中し、そこからフィードバックを各パートナーが利用するというタイプ。 

 それから、右側がロジスティックスに最近多いのですけれども、サプライチェーン間で

必要な情報をリアルタイムに共有して、その物流の効率化を図ろうとする動き。 

 それから、最後ですけれども、データ自体をお互いに取引するデータ取引所のようなも

のを立ち上げる。 

 現状、こういったものが実装に向けて取組が進められているところで、お戻りいただき

まして、２ページ目の頭ですけれども、こういったデータドリブン型のビジネスの中では、

御案内のとおり、データの集中・収集、それから不当な囲い込みといったものが競争法上

の大きな論点になっておりますので、イノベーションを促進するという観点から、業務提

携という枠内でこの問題を取り上げたということでございます。 

 次の固まり、右側に図がございます。どういう場合に独禁法上、問題になり得るのかと

いうことを簡単にマッピングしたものでございます。 

 まず、右側に２つ吹き出し、①とありますけれども、市場支配力がある場合、マーケッ

トパワーを持っている者が、例えば相互に競争を回避したり、もしくはマーケットパワー

を濫用して他社を排除する。これがまず問題になりますというのが１つのタイプです。 

 もう一個、左側に②という水色のものがございますけれども、こちらはマーケットパワ

ーを得る過程について着目したものでございます。具体的には、今回、データドリブン型

ということで、ネットワーク効果等を踏まえて非常に独占化・寡占化しやすい傾向のある

ビジネスモデルだということで、そのプロセスが、象徴的に言えば、データの流入・集積

をドーピングするようなことをしてしまえば、その結果、得たマーケットパワーは問題に

なるだろうという趣旨でございます。 

 具体的には、左側に＊１、２とありますけれども、例えば不当な抱き合わせをしたり、

顧客のリテラシーの問題を悪用するような形で、データを自分のところに期せず流入させ

てしまう。もしくは、２つ目にありますけれども、例えばシングルホーミングを義務付け

るような形で、データの収集源をロックインしてしまう。こういった形の中でマーケット

パワーを得るのは問題だという整理をしております。 

 具体的なものにつきましては、次の３ページに細かくそれぞれの類型ごとに記載してお
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すけれども、総じて申し上げられますのは、いずれもこういった取組は、20も30もコンソ

ーシアムが存在するものではございません。かつ、傾向としては、一つのものに収れんし

た結果、デファクト化、基盤化していく傾向の強い取組だと理解しております。そういう

意味では、競争上、どこが勝ち残るのかというプロセスについて着目する必要がある。 

 それから、何かデファクト化し、唯一、それがプラットフォーム、基盤のようなものに

なったときに、そこに対してのデータ、もしくはサービスそのものへのアクセスといった

ものをどうやって公正に担保するのか。このあたりが独禁法上、論点になるということで

ございます。 

 なお、例えば投資なり、様々なコストをかけた結果、マーケットパワーがでかくなった

瞬間にアクセスを義務付けられるもの自体は、非常にインセンティブを阻害することにな

りますので、そのバランスについての見方というのは、これから公取のほうでも研究を引

き続きしていきたいと思っております。 

 なお、別件の話ですけれども、今日、前半に人材の話もございましたけれども、公取の

ほうでも、特にイノベーションを起こし得る人材が適正に活用されるという観点で、適切

な流動性、例えば不当に囲い込みをするといったものについて、競争政策の観点からいろ

いろ考え方を整理し、取組も進めておりますので、併せて御紹介させていただきます。 

 以上になります。 

○渡部座長 ありがとうございました。 

 次、厚生労働省、お願いします。 

○笹子政策企画官 厚生労働省政策企画官の笹子と申します。本日は、貴重な機会を与え

ていただきまして、ありがとうございます。 

 厚生労働省が進めるデータヘルス改革ということで、私、厚生労働省全体のデータの利

活用推進を取りまとめているという立場でございます。資料４でございます。 

 時間の関係上、少しスキップしながらですが、これまで健康・医療・介護分野のデータ、

様々ありますけれども、この有機的連結とかICT等の技術革新の利活用の推進を目指すとい

う観点から、厚生労働省として大臣が本部長のデータヘルス改革推進本部というものを設

けて推進しているところでございます。厚生労働省でございますので、まずは国民の健康

寿命のさらなる延伸とか、効果的・効率的な医療・介護サービスの提供といったところを

目標にして、あとは、それが日本経済の発展につながるというところも目標にやっている

というのが１枚目であります。 

 ２枚目はこれまでの経緯でございますけれども、真ん中にデータヘルス改革推進本部、

大臣が本部長でありますけれども、平成29年７月４日に厚生労働省として初めて、このデ

ータヘルス改革推進計画というものを発表させていただきましたが、昨年９月に2021年度

以降に実現を目指す未来、あとは2025年度までの工程表というものを新たに発表させてい

ただいておりますので、その御報告であります。 

 ３ページ目、全体の位置付けということでありますけれども、2040年を展望しという中
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で、多様な就労・社会参加の中の雇用・年金制度改革、健康寿命の延伸、働き方改革とい

う観点から医療・福祉サービス改革といった３つの柱で厚生労働省は進めておりますけれ

ども、その３つの中の一つのアプローチがデータヘルス改革ということであります。 

 ４ページ目、おめくりいただきまして、先ほど申し上げた昨年９月に発表させていただ

いた工程表のポイントだけでございます。 

 大きく分けて４つでございますけれども、ゲノム医療・AI活用の推進ということで、ポ

イントはがんゲノムだけではなくて、全ゲノム解析にかじを切っていくというのが１つ。 

 右側、赤いところでありますけれども、御自身のデータを日常生活改善につなげていた

だくという観点から、健康・医療等情報をスマートフォンなどで閲覧できる仕組みについ

て包括的な検討をしていくというのが２つ目。 

 ３つ目が、医療・介護現場で、例えば患者さんの過去の医療情報などを適切に確認して

いただく。そんな観点での取組ということであります。この中には、電子カルテの標準化

といったものも含まれているということであります。 

 ４つ目が、右下でございますけれども、ビッグデータということで、公的なデータベー

スでも様々ございます。ナショナルデータベース、これはレセプトを基にしたデータベー

スでありますけれども、そのほか介護データベース、DPCデータベース、様々なデータベー

スがございますけれども、これをビッグデータとして利活用していくということ。その一

環として、研究者だけではなくて民間企業といった方々にもお使いいただけるような法改

正もさせていただいているところでございます。 

 右上でありますけれども、令和２年度予算案ということで、1008.5億円ほど政府予算案

でお認めいただいているところでございます。 

 ５ページ目は、これまでの取組と昨年発表させていただいたものの関係でありますので、

スキップさせていただいて、６ページ目であります。４ページ目の右下にありましたデー

タベースの効果的な利活用の推進というところに絞って御説明いたします。 

  目指す未来としては、ビッグデータの利活用を進めていく。民間企業・研究者による

研究の活性化などをしていくということでありますけれども、これまでも取り組んできて

おりますけれども、右上にあります取組の加速化。ナショナルデータベースとか介護保険

総合データベース、DPCデータベース、それぞれ連結精度を向上していきます。さらに、今、

申し上げた３つのデータベース以外にも、様々なデータベースがございますので、それの

連結解析について検討していく。その際には、個人単位化される被保険者番号を活用して、

医療等分野の情報連結の仕組みを検討し、必要な法的手当てをしていくということであり

ます。 

 スケジュールは、下にあるとおりであります。 

 イメージとしては、７ページ目であります。全国の医療・介護のレセプト等のデータベ

ース、ナショナルデータベースが真ん中でありますけれども、介護保険総合データベース

を2020年度から個人単位で連結解析を進めていくということ。DPCについては、2022年度か
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ら連結解析が可能になっていくということであります。 

 右にありますけれども、さらに介護関係でVISITというリハビリ関係のデータがございま

すけれども、さらにCHASEという介護の新たなデータベースを運用開始予定でありますけれ

ども、これの連結解析を検討していく。 

 左に目を移していただきまして、そのほかにも全国のがん登録データベースとか難病デ

ータベース、小児慢性特定疾患データベース、様々なデータベースがございますので、中

心の３つのデータベースとの連結解析の検討をしていくということであります。 

 この赤の部分が可能になったのは、８ページ目でありますけれども、昨年５月に成立い

たしました健康保険法等の一部改正法というものであります。この中で１ポツにオンライ

ン資格確認の導入というものがありますけれども、この前提として被保険者番号、これは

今、後期高齢者医療制度以外は世帯単位になってございますけれども、これを個人単位化

していくということであります。 

 こういった基盤を使いまして、３ポツでありますけれども、ナショナルデータベース、

介護データベースとの連結解析について法的な根拠を与えたといった法改正をしていると

ころでございます。 

 ９ページ目であります。そのデータベース間を個人単位で連結するために、被保険者番

号の活用の仕組みについてということで、現在、厚生労働省のほうで検討しているもので

あります。 

 現状・課題については、名寄せですね。公的データベース等の名寄せや連結解析の精度

向上を図る観点から、成長戦略フォローアップなどでも、この仕組みについて令和３年度

からの運用開始を目指すことになっておりまして、想定される仕組みとしては、個人単位

化される被保険者番号、それと、被保険者番号は転職等によって変わりますので、その履

歴を活用することが重要でございますけれども、それを活用するということ。 

 この履歴の活用主体につきましては、データの収集根拠とか利用目的が法律などで明確

にされているとか、安全管理措置が個別に検討されているとか、③にありますように、デ

ータの第三者提供が行われる場合、提供スキームが法律に規定され、あるいは照合禁止規

定の必要な措置が設けられていくといったことを想定いたしまして、活用主体を定めてい

くとともに、被保険者番号履歴の照会を受け、回答を行う主体として、これを持つことに

なるのが社会保険診療報酬支払基金という特別民間法人でございます。 

 なので、当該仕組みの管理運営を適切に行うことが妥当ということで、この報告書を昨

年取りまとめましたので、これを受けまして、この通常国会に法案を提出すべく、今、作

業しているところでございます。 

 10ページ目は、主なデータベースを並べたものでございますので、御参照ください。 

 短いですが、以上です。 

○渡部座長 ありがとうございました。 

 内閣府、お願いします。 
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○小林参事官 続きまして、「知財創造教育」になります。右肩資料５になります。３枚

ぐらいスライドを使っていきます。 

 めくっていただきまして、１ページですけれども、そもそも知財創造教育とはという部

分になりますが、新しい創造をするというものと、創造されたものを尊重する。この２つ

のポイントがあるものが知財創造教育です。 

 では、具体的にはということで、２ページの上にあります。１つだけ事例を御紹介しま

すと、非常口のピクトグラムがございますけれども、それを小学校の生徒さんがグループ

ワークで作ってみようという授業が知財創造教育です。まさに構想する、創造するところ

と、グループワークで尊重するということがポイントになっているところです。 

 こういったものを内閣府として後押ししているのですが、具体的に何をというところが、

飛んでいただきまして５ページになります。普及・啓発に関する取組状況というタイトル

がある部分になります。先生方に向けた取組として幾つか御紹介しますと、１つ目に公開

形式の実証授業開催というものがございます。まさにこういった授業をやる、それを公開

形式でやるということで、全国に地域コンソーシアムを構築するのも我々、後押ししてお

りまして、そのコンソーシアムを中心にこういった実証授業をやっています。 

 あと、下から２つ目にありますけれども、先生方が自主的に開催している研究会という

のがそれぞれの教科ごとにあるのですけれども、そういうところで知財創造教育型の学習

指導案を作っていこうというのを進めています。 

 また、最後にありますけれども、教員免許状更新講習における「知財創造教育」に関す

る講座というものを含めるという取組をしています。 

 あと、下のほうに、普及に向けた環境醸成ということで、それだけではなくて環境をし

っかり作っていきましょうということで、例えば下から２つ目ですけれども、この知財創

造教育で生徒がどう変わったかということをちょうど試行しているところになります。結

果はこれからになりますけれども、こういった試行をやったり、最後になりますけれども、

教材とか取組を表彰するための制度構築というものを検討しているというのが内閣府の状

況になります。 

 すみません、ポイントをかいつまんで。以上になります。 

○渡部座長 ありがとうございました。 

 最後、経済産業省、お願いします。 

○柴田課長補佐 経済産業省のサービス政策課の柴田と申します。 

 資料６について、ごく簡単に御説明したいと思います。もともとサービス政策課という

ところは、サービス業、中小企業の方々の生産性を上げるということで取り組んでおりま

した。具体的にはIT化で生産性を上げることに加えて、付加価値を高めていく、そういう

産業、その担い手である人材を育てるというところが非常に大事と思って、２年前からこ

の「未来の教室」プロジェクトというものを実施しております。 

 この中で、３つの人材のテーマを掲げている。一つ目は、50センチ革命、身近なところ



37 

 

のちょっとした社会課題をちゃんと変えていこうというもの。 

 それから、越境。これは山本委員からもお話がありましたけれども、プロデューサーに

なるような、一見関係のないような価値とかアイデアをつなぎ合わせていって、新しい価

値を生み出すような人を育てていこうじゃないかというもの。 

 それから、試行錯誤。これも堀委員のほうから、こういった場で失敗の事例がなかなか

出てこないということがあるのですけれども、小さい頃から学校の中で、安心・安全な場

でいかに試行錯誤を通じて、自分の仮説のどこが正しくて、何が足りなかったのか。こん

なことをやっていくということが、学校の中にもっと必要じゃないかということを考えて

おります。 

 めくっていただきまして、１ページ目ですけれども、「未来の教室」のコンセプトにな

ります。左側の図を御覧いただければと思います。児童生徒一人一人が興味、関心、ワク

ワクと書いてありますけれども、関心事項が異なるわけですが、この興味、関心、ワクワ

クを深めるところが、黄色い矢印の「創る」というプロジェクト型の学習、探求と言って

いるものであります。文化的な活動、スポーツ、勉強、何でもいいのですけれども、いか

に探求を深めて人に発信するか。そして、フィードバックをもらって、足りなかったこと、

次に何をやるべきなのかということを学んでいく。そして、その後に緑色の矢印にある「知

る」というプロセスに移っていくのだろうと思っています。 

 学校の学びということで言いますと、この「知る」というところが、今までですと学校・

教室の中で先生からの一律、一方向の一斉の授業だったわけですけれども、今のテクノロ

ジーの力を使うことによって、このあたりをいかに効率化するかということが大事だと思

っています。我々、「知る」と「創る」の循環を作っていくということを学びのSTEAM化と

いう言い方をしておりまして、このあたりは今日、梅澤委員からもBTCというところでお話

がありました。文系・理系ということを超えて、あらゆる知識を総動員して課題を発見し

て解決していく力が必要だと思っています。 

 そのために、２ポツにあるような学びの個別最適化ということで、どんどん一人一人に

合った学びをしていくということ。 

 それから、それをやっていくための１人１台パソコン環境が必要だと思っています。 

 ２ページ目を見ていただきますと、上の赤枠の中ですけれども、これが実証事業でやっ

ている授業の一例です。数学の授業ですが、AIのコンテンツを使いまして、生徒一人一人

が違う問題を解いています。先生がただ教えるというよりかは、サポートする、伴走する

ような形でやっています。 

 下のグラフを見ていただきますと、左側が学校教育法の省令で定まっている、英語を何

時間やりなさい、数学を何時間やりなさいということを示しているものですが、こういっ

たテクノロジーの力を使うことによって、ぎゅっと圧縮できる。そして、白抜きのところ

で、一番右側にあるような、より発展的な学びをしていくべきではないかということを「未

来の教室」ではうたっております。 
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 ページをめくっていただきまして、３ページは、これまでとこれからというところで、

今、申し上げたような一律、一斉から、より個別最適化した学びへということを示してい

ます。 

 ４ページを見ていただきますと、数学のAIドリルで習った知識を使って、例えば自動運

転とか、ドローンを飛ばすためのプログラミングをやる。そして、知らないこと、分から

ないことに出会うと、また数学の知識を得なければならないということで、学ぶことと実

社会の課題ということをつないでいくようなプログラム作りをたくさんしております。 

 ５ページをめくっていただきますと、こういった知識を総動員して、新しい社会課題に

取り組むことに関して、STEAMという言い方をしていますけれども、こういった教材作りを

進めつつ、オンラインのライブラリーに掲載していく。ライブラリーの例として、これは

米国の例ですけれども、同じようなものを日本の中でも作っていく必要があるだろうと思

っております。 

 後ろのほうは参考資料になっております。１つだけ、９ページを御覧いただければと思

います。こういったSTEAMプロジェクトの中の１つ、事例①として、移動革命を考えるSTEAM

プログラムで、自動運転のAI技術を理系の知識を使って解くだけではなくて、社会実装す

るための法整備という中で、道徳とか法倫理とか法的責任を誰がどこまで担うのか、こん

なことを考えていくことをプログラムとしていきたいと考えております。こういったこと

を通じて、今日の話題でもありました、いろいろなコンテンツを創っていくときの、例え

ば著作権の問題、権利関係をどう整理していくのかということも一緒に考えられるような

プログラム作りを支援していきたいと思っております。 

 以上です。 

○渡部座長 ありがとうございました。 

 ちょうど終了の時間になってしまったのですけれども、10分程度延長させていただいて、

ただいまの御報告に対して御意見をいただきたいと思います。 

 検証ということで、構想委員会の重要な機能として、お手元にございます、毎年まとめ

ています「知的財産推進計画2019」の中に、ただいまの御報告に関係した文言も書いたも

のを配っております。これに対する検証ということで、御意見いただきたいという趣旨で

ございます。御意見のある方、立てていただけますでしょうか。10分、割る４でお願いし

ます。 

 では、喜連川委員、お願いします。 

○喜連川委員  

 非常に勉強させていただきました。ありがとうございます。 

 頂いた資料の中で、厚生労働省様からデータヘルスが具体的に一歩一歩進んでいるのが

拝見できて、とても力強く感じた次第です。その中でちょっと教えていただきたいのです

が、世帯から個人にしてというのはすごく分かりやすい話だということですけれども、こ

の全体のデータヘルスというのは、前向きの話を前提にされておられるのか。我が国家の
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アセットは、昔からいっぱい、きっちりしたデータを持っていると思います。最近、フィ

ンランドも60年持っていると、結構ゴージャスなことをおっしゃられて、メガファーマが

みんなフィンランドに行くとか、そういう情報は入ってくるのですけれどもね。 

 後ろ向きは、名寄せの精度化を上げるという言葉に集約されているのかもしれないけれ

ども、結構難しいと思うのですけれども、その辺が１つ教えていただきたいのと。 

 もう一つ可能であれば、いわゆる次世代基盤法は余り触れられておられなかったような

気もするのですけれども、あれをうまく使うと、民が元気になるフレームワークをすごく

頑張っておつくりになられて、世界の中でも非常に強い力を持つと気持ち的には思うので

すけれども、その辺、コメントをいただければ。 

○渡部座長 厚生労働省、よろしいですか。 

○笹子政策企画官 ありがとうございます。 

 AI等で厚生労働省も先生には大変お世話になっておりまして、ありがとうございます。 

 その上で、データヘルス改革については、前向きに力強くやっていきたいと思っており

ます。１点目です。 

 ２点目が名寄せの精度でありますけれども、これは今でもいわゆる３情報、名前、性別

とか生年月日に加えて、被保険者番号も世帯単位ではありますけれども、使いながら、そ

れをハッシュ化する形で連結の仕組みとしておりますけれども、今後はこれを新たに個人

単位で付番していくということなので、それを遡って付番するのはなかなか難しいのかな

と思っています。 

○喜連川委員 それは理解しているつもりですけれども、結構デジタルで我が国は持って

いるので、付番するのは難しいのですけれども、過去のヘルスに関するアセットを厚生労

働省さんとしては活用しようと思っておられるのか、いや、そこは捨てて前しか考えない

のか、その辺の気持ちをお聞かせいただきたい。 

○笹子政策企画官 制度としてはそのような仕組みになりますが、過去のものも使ってい

くというつもりでやっていきたいと思っております。 

○喜連川委員 つもりで。 

○笹子政策企画官 つもりというか、もちろんナショナルデータベースの中でも、今は被

保険者番号が個人単位化されておらず、完全に正確な名寄せという点では入っていないの

ですが、これを将来に向かっては正確にしていこうということであります。それと過去の

ものもちゃんと連結できるようにしていこうということで、そこはきちんと配慮するべく、

昨年の有識者会議でもそれは大きな論点になりました。 

○喜連川委員 それは大変ありがたい。 

○笹子政策企画官 それと、次世代医療基盤法でありますけれども、厚生労働省も重要な

主務省庁の一つでありまして、御案内のとおり、昨年第１号の認定事業者が出たというこ

とであります。レセプトデータのような悉皆性があって、情報の深さとしては余り深くな

いが標準化されているものと、あとは情報の量としては深いデータを組み合わせて、医療
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現場、患者さん、あるいは日本経済のためにという目的をもって進めて行くというのは、

政府として共有していますので、厚生労働省としてもしっかりやっていきます。 

○喜連川委員 余り長くなると渡部座長におしかりを、いつもしかられているので慣れて

いるのですけれどもね。 

 そのときに、最初のほうの委員会に私、何回か出させていただいていたのですけれども、

最後のほうになるとオプトインに限りなく近いオプトアウトとか、非常に微妙な表現がい

ろいろなところで聞かれるのですけれども、純粋なオプトアウトで突き進むと思ってよろ

しいのでしょうか。その辺がよく分かっていないのですけれどもね。 

○笹子政策企画官 内閣官房のほうで先生が出られていた委員会で、法律をどのように施

行していくのか、基本方針をどのように作っていくのかということで御指導いただいてい

たと記憶しております。私も参加させていただいておりましたけれども、その過程の中で、

オプトアウトではあるけれども、丁寧に説明しましょうといった文言が基本方針の中に書

いてあるということでございますので、政府としては、その方針に従って、まずはスター

トするということかなと思います。 

○喜連川委員 非常に分かりやすい御説明、ありがとうございました。 

○渡部座長 では、久貝委員、お願いします。 

○久貝委員 時間がないので。 

 公正取引委員会のほうから御報告ありました業務提携の報告書の関係、これは基本的に

はビッグデータを念頭に置かれていると思います。ただ、３ページの資料等を見ておりま

すと、AI、IoTに関係するオープンイノベーションのケースのようなものも取り上げられて

おると思います。 

 私どものほうでいろいろオープンイノベーションの関係で言いますと、ビッグデータに

限るわけではないですけれども、中小企業、特にスタートアップと大企業との共同研究の

ような契約の場合に、非常にそれ自身は非常にいいことだと思うのですけれども、ともす

ればスタートアップ側の知財、いろいろな技術情報あるいは設計図等が、比較的大企業、

発注者側に吸い上げられていく。あるいは、守秘義務につきましても、片務的な契約にな

ってしまっている。あるいは、工場見学のときでも、発注者側が関係企業を連れて見に行

くとか、そういういろいろなことが起きているということで、オープンイノベーションを

進めていく上で知財の保護というのが一つの大きな課題になっているという認識でおりま

す。 

 去年の６月にも公正取引委員会は御報告されておりまして、それも非常に重要な報告書

だと思いますけれども、これも含めまして、今後、こういうスタートアップの共同業務提

携等におきまして、その在り方等について一つのガイドラインのようなものを出していた

だきますと、そういう意味での一つのハードルが越えられます。特に公正取引委員会のガ

イドラインというのは、事実上の規範力を非常に持っておられますので、そういうことを

御検討いただければありがたいということを、とりあえずコメント申し上げます。 
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○渡部座長 ありがとうございました。 

 山本正已委員。 

○山本正已委員 今回の報告は非常に重要な内容で、いろいろ聞きたいことがあるのです

けれども、時間がないので、お願いだけを簡単に２点述べさせてもらいます。 

 まず、１点目は、厚生労働省さんのデータヘルス改革ですけれども、内容が非常に整備

されて分かりやすくなってきました。ただ、民間側から言いますと、こんなにきれいに整

備されているのだけれども、民間では利用できるために課題がまだまだ多い。そのために、

民間のいろいろな意見も聞いていただいて、せっかく作ったデータ整備が実際運用されて、

日本の社会保障とか、あるいは健康寿命を延ばすために有効に使えるような施策にしてい

ただきたい。そういう意味では、ぜひ官民の連携をもっと密にしていただいて、これを整

備していただきたいなというのが、まず厚生労働省さんへのお願いです。 

 もう一点は、「未来の教室」プロジェクトは非常にいい内容です。まさにそうだと思う

のですけれども、課題は、これを教える先生の先生が必要じゃないか。内容はいいのだけ

れども、これを教える人は本当に大丈夫か。そこを少し踏み込んでやっていただきたいな

と思っている次第でございます。 

 以上２点です。 

○渡部座長 ありがとうございました。 

 中村委員、お願いします。 

○中村委員 「未来の教室」ですが、教育情報化やデジタル教科書というのは、知財計画

2012年に書かれてから、ずっと課題でございましたけれども、デジタル教科書の法制度が

でき上がりまして、これは知財計画の大きな成果だと思います。これをきちんと成果とし

てカウントしておくことが大事だと思います。 

 一方で、学校のIT環境は、小学校はパソコンが６人に１台という、OECD最低レベルでご

ざいました。それも今般の補正予算で2318億円がついて、１人１台に大きく前進すること

になります。これも運動を民間のほうで進めて、10年でやっと動いたのですが、それは経

産省がこの分野に力を入れたということがとても大きいと、民間では評価しております。

ただ、教育ですので、これが成果を上げていくのにはまだまだ時間がかかりますので、ぜ

ひとも長期的に引っ張っていただきたいと思います。 

 以上です。 

○渡部座長 ありがとうございました。 

 時間がなくなってしまったので、まだ御意見がある方がおられると思いますので、それ

については事務局のほうにメール等でお寄せいただければ、反映した形で、この検証とい

うところについて充実させていきたいと思います。 

 最後に、三又局長から一言お願いいたします。 

○三又局長 時間が大分過ぎて、すみません。 

 本当に一言ですが、人材というテーマは非常に漠としていまして難しいテーマなのです
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けれども、大変貴重な御意見を今日、いろいろいただいたと思います。どういう方向性が

示せるか、まだ私も具体像が頭に必ずしも浮かんでいませんけれども、ぜひいいアウトプ

ットを出して、この先もずっと取り組んでまいりたいと思っておりますので、よろしくお

願いします。 

 それから、地域のワーキンググループとクールジャパンのワーキンググループの件で、

これもたくさん御意見いただきましたが、１つだけ、堀委員、太田委員からも御指摘があ

ったロケの環境整備と、外国の大型映像作品の日本への誘致の強化というのを、今、大分

周回遅れですけれども、日本政府として政府一丸で力を入れようということにしました。

今回、補正予算の中にも、我々知財事務局は予算がほとんどない役所ですけれども、３億

円の補正予算を取っています。 

 インセンティブのプログラムを作ることも大事ですし、フィルムコミッションを抜本的

に強化しないと駄目だと思っていまして、ぜひまたお知恵をいただければと思いますので、

よろしくお願いいたします。ロケは変わります。変えます。 

○渡部座長 ということで、あと事務局、何かスケジュールはよろしいですか。大丈夫で

すかね。 

 ということで、今日は15分延長しましてすみませんでした。これで散会させていただき

ます。ありがとうございました。 


